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１．川越市子ども・子育て支援事業計画体系図
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子どもと親の豊かな健康づ

くりの推進

基本目標１

幼児期の教育・保育の充

実と就学に向けた支援

基本目標２

心身の健やかな成長に資

する教育環境づくりの推進

基本目標３

要支援児童へのきめ細や

かな取組の推進

基本目標４

安心して子どもを生み、育

てることができる環境づくり

基本目標５

（１）子どもと親の健康の確保・増進

（２）食育・保健対策の充実

（１）教育・保育の量的拡大・質的向上

（２）多様な保育事業の推進

（１）学校教育の充実

（２）家庭や地域による教育力の向上

（１）児童虐待防止対策の充実

（３）障害児施策の充実

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進

（１）仕事と家庭の両立の推進

（２）地域における子育て支援サービスの充実

（４）安全・安心なまちづくり

（５）子育て情報提供の充実

（３）子どもの健全育成の取組
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２．達成状況総括表

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
予　算　額 予　算　額 予　算　額 予　算　額 予算額

（事業数） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕

　基本目標１ 25 24 0 1 0 0 24 0 1 0 0 1,595,769 1,574,157 0 0 0

子どもと親の豊かな健康づくりの推進 (21) 96% 0% 4% 0% 0% 96% 0% 4% 0% 0% 〔1,518,524〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕

●施策目標

   （１）子どもと親の健康の確保・増進 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

予算額 -1.4% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!

決算額 -100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

   （２）食育・保健対策の充実

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 　 　 　

   〔0〕 　 　 　 　

12 11 0 1 0 0 11 0 1 0 0 1,588,356 1,566,773 　 　 　

     〔1,511,453〕 　 　 　 　

13 13 0 0 0 0 13 0 0 0 0 7,413 7,384 　 　 　

        〔7,071〕 　 　 　 　

　基本目標２ 27 10 6 5 6 0 10 5 9 3 0 2,665,579 3,007,398 0 0 0
幼児期の教育・保育の充実と就学に向けた支援 (25) 37% 22% 19% 22% 0% 37% 19% 33% 11% 0% 〔2,293,395〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕

●施策目標

   （１）教育・保育の量的拡大・質的向上 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

予算額 12.8% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!

決算額 -100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

 　 　    　 　       

   （２）多様な保育事業の推進

11 1 2 2 6 0 1 1 6 3 0 559,509 859,526

   〔364,038〕 　 　 　 　

10 6 3 1 0 0 6 3 1 0 0 1,883,872 1,883,159 　 　 　

     〔1,723,876〕 　 　 　 　

6 3 1 2 0 0 3 1 2 0 0 222,198 264,713 　 　 　

        〔205,481〕 　 　 　 　

〔平成27年度達成状況〕　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

〔計画達成状況〕　　 ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了　　　　　　　（単位：千円）

項　　　　　目
評価数 平成27年度末の達成状況 計画の達成状況

　妊婦が安心して妊娠・出産に臨み、赤ちゃんを健やかに
育てていくことができるよう、各種健診や訪問指導、相談
の実施等により、子どもと親の健康の確保・増進を支援し
ていきます。

　成長段階に応じた「食育」の推進や、次代の親となる思
春期の子どもたちが心身ともに健康に育つよう、保健対策
を充実していきます。

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　  　　  新規事業

拡充事業　

　継続事業　

　多様化する保育ニーズに応えるため、保育事業を推進し
ていきます。

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　  　　  新規事業

　拡充事業　

　継続事業　

　すべての子どもが発達段階に応じた幼児期の教育・保育
を受けることができるよう、教育・保育の量の拡大や質の
向上を進めます。
　産前・産後休業、育児休業明けに希望に応じて円滑に教
育・保育施設等を利用できるよう、保護者に対する情報提
供や相談支援等を行うとともに、教育・保育施設等を計画
的に整備していきます。
　また、就学前の教育・保育から小学校入学につなげるた
め円滑に連携していきます。
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予　算　額 予　算　額 予　算　額 予　算　額 予算額
（事業数） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕

　基本目標３ 10 10 0 0 0 0 10 0 0 0 0 108,029 111,289 0 0 0
心身の健やかな成長に資する教育環境づくりの推進 (10) 100% 0% 0% 0% 0% 100% 0% 0% 0% 0% 〔105,054〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕

●施策目標

   （１）学校教育の充実 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

予算額 3.0% -100.0% #DIV/0! 0.0%

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 決算額 -100.0% #DIV/0! #DIV/0! 0.0%

   （２）家庭や地域による教育力の向上

1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 22,777 23,973 　 　 　

   〔22,655〕 　 　 　 　

4 4 0 0 0 0 4 0 0 0 0 4,507 5,044 　 　 　

     〔4,082〕 　 　 　 　

5 5 0 0 0 0 5 0 0 0 0 80,745 82,272 　 　 　

        〔78,317〕 　 　 　 　

　基本目標４ 32 29 2 1 0 0 29 2 1 0 0 1,623,219 1,811,298 0 0 0

要支援児童へのきめ細やかな取組の推進 (32) 91% 6% 3% 0% 0% 91% 6% 3% 0% 0% 〔1,567,817〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕

●施策目標

   （１）児童虐待防止対策の充実 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

予算額 11.6% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!

決算額 -100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

   （２）ひとり親家庭等の自立支援の推進

 　 　    　 　       

   （３）障害児施策の充実

7 4 2 1 0 0 4 2 1 0 0 108,794 164,625 　 　 　

   〔97,533〕 　 　 　 　

8 8 0 0 0 0 8 0 0 0 0 41,725 154,764 　 　 　

     〔38,967〕 　 　 　 　

17 17 0 0 0 0 17 0 0 0 0 1,472,700 1,491,909 　 　 　

        〔1,431,317〕 　 　 　 　

〔平成27年度達成状況〕　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

〔計画達成状況〕　　 ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了　　　　　　　（単位：千円）

項　　　　　目
評価数 平成27年度末の達成状況 計画の達成状況

　一人ひとりの子どもの個性を伸ばし、「確かな学力」の向
上を図る学校教育を充実していきます。

　次代を担う子どもたちが、心身ともに健やかに成長し、自
立した大人となるために、家庭や地域が連携して子どもた
ちをとりまく環境の整備を進めます。

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　        新規事業

　拡充事業　

　継続事業　

　児童虐待は、子どもの人権を侵害し、心身の健やかな成
長に多大な影響を与えます。児童虐待の予防及び早期発
見・早期対応のための体制を整備し、児童虐待防止対策
の充実や再発予防等を進めます。

　ひとり親家庭が自立して生活することができるよう、相談
体制の充実を図るとともに、日常生活支援や福祉資金の
貸付等ひとり親家庭の自立支援を進めます。

　障害のある子どもや、さまざまな支援を必要とする子ども
とその家庭が、地域で安心して生活できるように、日常生
活を支援するとともに、子どもの発達に対する取組や、各
種相談体制を充実していきます。

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　        新規事業

　拡充事業　

　継続事業　
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予　算　額 予　算　額 予　算　額 予　算　額 予算額
（事業数） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕 〔決算額〕

　基本目標５ 31 27 2 1 1 0 25 4 1 1 0 6,117,876 5,962,455 0 0 0

安心して子どもを生み、育てることができる環境づくり (30) 87% 6% 3% 3% 0% 81% 13% 3% 3% 0% 〔6,030,531〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕

●施策目標

   （１）仕事と家庭の両立の推進 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

予算額 -2.5% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!

決算額 -100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

   （２）地域における子育て支援サービスの充実

   （３）子どもの健全育成の取組

   （４）安全・安心なまちづくり

   （５）子育て情報提供の充実     

   

5 4 0 0 1 0 4 0 0 1 0 2,216 9,156 　 　 　

   〔2,052〕 　 　 　 　

6 5 1 0 0 0 4 2 0 0 0 438,221 290,408 　 　 　

     〔401,811〕 　 　 　 　

20 18 1 1 0 0 17 2 1 0 0 5,677,439 5,662,891 　 　 　

        〔5,626,668〕 　 　 　 　

125 100 10 8 7 0 98 11 12 4 0 12,110,472 12,466,597 0 0 0 

(118) 80% 8% 6% 6% 0% 78% 9% 10% 3% 0% 〔11,515,321〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕 〔0〕

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

予算額 2.9% -100.0% #DIV/0! #DIV/0!

決算額

-100.0% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

24 10 4 3 7 0 10 3 7 4 0 693,296 1,057,280 0 0 0 

           〔486,278〕 〔0〕 (0) (0) (0)

40 34 4 2 0 0 33 5 2 0 0 3,956,681 3,900,148 0 0 0 

           〔3,680,189〕 〔0〕 (0) (0) (0)

61 56 2 3 0 0 55 3 3 0 0 7,460,495 7,509,169 0 0 0 

           〔7,348,854〕 〔0〕 (0) (0) (0)

〔平成27年度達成状況〕　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

〔計画達成状況〕　　 ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了　　　　　　　（単位：千円）

項　　　　　目
評価数 平成27年度末の達成状況 計画の達成状況

　男女の出会いの場の提供や、多様な働き方の実現に向
けた取組により、男性と女性が互いに協力して家庭を築
き、子育てができる社会の実現を図ります。

　子どもが身近な地域で心身ともに健やかに成長すること
ができるよう、地域子育て支援拠点事業等、地域における
子育て支援サービスを充実していきます。

　すべての子どもが、ひとりの人間として健やかに成長す
るよう、子どもの健全育成の取組を進めます。放課後・休
日等の子どもの居場所づくりを推進し、家庭・地域・学校等
が連携して子どもの健やかな育ちを支援していきます。

　子どもと親が安心して外出できるよう、交通安全対策の
推進等、安全な道路交通環境の整備を進めるとともに、川
越市防犯のまちづくり基本方針に基づく各種施策を推進
し、子ども等を犯罪等の被害から守るための活動を進めま
す。

　子育て中の家庭が必要な情報を容易に入手できるよう、
情報提供を充実していきます。

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　        新規事業

　拡充事業　

　継続事業　

　＜合　　計＞

①事業数及び達成状況の数値は、上段が評価数（1事業複数
所管課含む）で、下段カッコ内は計画掲載の事業数となってお
ります。

②達成状況（５段階評価）については、各所管課が評価を行っ
ております。

　　　【掲載事業の内訳】　　　　　　　　　　　      新規事業

　拡充事業　

　継続事業　
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３．中心的事業の達成状況
　　　　　　　　 

基本目標１　子どもと親の豊かな健康づくりの推進

№ 目標 27年度達成状況 計画達成状況 遅れている理由

（１）－２ 拡充 Ａ ａ

（１）－３ 拡充 Ａ ａ

（１）－１３ 拡充 Ａ ａ

基本目標２　幼児期の教育・保育の充実と就学に向けた支援

№ 目標 27年度達成状況 計画達成状況 遅れている理由

（１）－１ 拡充 Ｃ ｂ 新たに認可園を増やしているが保育の必要量も年々増加しているため。

（１）－２ 拡充 Ａ ａ

（１）－３ 拡充 Ｂ ｃ 一時預かりの実施園は年々増加しているが、まだ少ないため。

（１）－５ 拡充 Ｂ ｃ 平成２７年度中に新制度移行希望の幼稚園がなかったため。

（１）－７ 拡充 Ａ ａ  

（１）－９ 拡充 Ｃ ｃ 協議により整備計画を調整。現段階では、川越市で実施予定がない。

（１）－１２ 拡充 Ａ ａ

（１）－１４ 拡充 Ｄ ｄ 平成28年度から事業開始予定のため。

（２）－３ 拡充 Ｄ ｃ 現段階では、川越市で実施予定がないため。

（２）－４ 拡充 Ｃ ｃ 平成27年度より施設ごとに整備し、家庭保育室順次移行しているため。

（２）－５ 拡充 Ｄ ｃ 平成27年度では、川越市で実施予定がなかったが、計画的に整備を進めていく予定。

（２）－６ 拡充 Ｄ ｃ 現段階では、川越市で実施予定がないため。

（２）－７ 拡充 Ｂ ｂ 事業の周知が進まないため。

（２）－８ 拡充 Ａ ａ

（２）－９ 拡充 Ａ ａ

（２）－１０ 拡充 Ｃ ｃ 保護者の仕事やリフレッシュを目的として利用できる旨の周知が徹底できていなかったため。

（２）－１１ 拡充 Ｄ ｄ 参入希望の企業等がなかったため。

基本目標３　心身の健やかな成長に資する教育環境づくりの推進

※設定事業なし

基本目標４　仕事と子育ての両立を支援する施策の充実

№ 目標 27年度達成状況 計画達成状況 遅れている理由

（１）－１ 拡充 Ａ ａ 　

基本目標５　安心して子どもを生み、育てることができる環境づくり

№ 目標 27年度達成状況 計画達成状況 遅れている理由

（２）－１ 拡充 Ａ ｂ

（５）－１ 拡充 Ｄ ｄ 平成２７年度は、要綱、書類様式等の整備、利用者・関係機関への周知等準備期間とし、平成２８年度から事業を開始する。

〔平成27年度達成状況〕　Ａ：順調　Ｂ：やや遅れている　Ｃ：遅れている　Ｄ：当該年度予定なし　Ｅ：終了

〔計 画 達 成 状 況〕      ａ：順調　ｂ：やや遅れている　ｃ：遅れている　ｄ：当該年度予定なし　 ｅ：終了

事業名 所　管　課

産婦・新生児訪問指導 健康づくり支援課

こんにちは赤ちゃん事業 健康づくり支援課

妊婦健康診査 健康づくり支援課

事業名 所　管　課

通常保育事業 保育課

時間外保育事業 保育課

保育所等における一時預かり・一時的保育事業 保育課

幼稚園事業の推進 こども政策課

幼稚園等における一時預かり・預かり保育事業 こども政策課

認定こども園の推進 保育課

学童保育事業 教育財務課

実費徴収に係る補足給付を行う事業 こども政策課・保育課

家庭的保育事業 保育課

小規模保育事業 保育課

事業所内保育事業 保育課

居宅訪問型保育事業 保育課

病児保育事業 こども育成課

ファミリー・サポート・センター事業 こども育成課

トワイライトステイ事業 こども家庭課

ショートステイ事業 こども家庭課

多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 保育課・こども政策課

事業名 所　管　課

養育支援訪問事業 こども家庭課

事業名 所　管　課

地域子育て支援拠点事業 こども育成課

利用者支援事業 こども育成課

5



平成２７年度達成状況集計表

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

順調 やや遅れている 遅れている 当該年度予定なし 終了

3 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

5 3 4 5 0

29.4% 17.6% 23.5% 29.4% 0.0%

0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 1 0

50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0%

10 3 4 6 0

43.5% 13.0% 17.4% 26.1% 0.0% 　※上段：事業数　下段：％

計画達成状況集計表

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ
順調 やや遅れている 遅れている 当該年度予定なし 終了

3 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

5 2 8 2 0

29.4% 11.8% 47.1% 11.8% 0.0%

0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 1 0 1 0

0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0%

9 3 8 3 0

39.1% 13.0% 34.8% 13.0% 0.0% 　※上段：事業数　下段：％

中心的事業
数

基本目標１ 3

基本目標２ 17

基本目標３ 0

基本目標４ 1

基本目標５ 2

合計 23

中心的事業
数

基本目標１ 3

基本目標２ 17

基本目標３ 0

基本目標４ 1

基本目標５ 2

合計 23

6



４．事業別達成状況

（１）基本目標１　子どもと親の豊かな健康づくりの推進
【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

１－（１）　子どもと親の健康の確保・増進 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ａ 26,168 24,687

拡充 H28 - 25,627 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 51,795 24,687

拡充

拡充 H27 ａ 11,675 9,647

拡充 H28 - 11,674 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 23,349 9,647

拡充

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

拡充 H27 ａ 240 120

拡充 H28 - 240 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 480 120

拡充
拡充 H27 ｃ 4,800 4,800

拡充 H28 - 4,878 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 9,678 4,800

拡充

継続 H27 ａ 1,245 1,245

継続 H28 - 1,250 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 2,495 1,245

継続

計画事業実績

※1-(1)-No.3を含む

※1-(1)-No.2に含める

№ 事　　業　　名 目標 目標事業量
平成２７年度末

達成状況
平成２７年度の事業実績

【目標事業量に対する実績値】
計画

達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

1

乳幼児健診

受診率（医療
機関での受
診率を含む）

１００％

Ａ

４か月、1歳６か月、３歳３か月児を
対象に身体発育・精神発達面の健
診を行った。
・４か月児健診（48回）
　受診者数2,651人　 受診率95.9％
・１歳６か月児健診（48回）
　受診者数2,675人　受診率93.4％
・３歳児健診（48回）
　受診者数2,749人　受診率91.1％

ａ

４か月、1歳６か月、３歳３か月児を
対象に身体発育・精神発達面の健
診を行うことで、必要な支援を行うこ
とが出来た。また、保健センターで
実施する集団健診の未受診者に対
しては医療機関での受診状況等の
確認に努めている。

４か月児健診受診率
H23：95.2％ H24 :94.3％　H25：
93.9％ Ｈ26：94.0％
H27：95.9％
１歳６か月児健診受診率
H23：96.3％　H24：92.9％　H25：
92.9％　Ｈ26：96.4％
H27：93.4％
３歳児健診受診率
H23：89.8％　H24：89.0％　H25：
91.2％　Ｈ26：93.4％
H27：91.1％

４か月、1歳６か月、３歳３か
月児を対象に身体発育・精
神発達面の健診を行う

健康づくり支
援課

2

産婦・新生児訪問
指導

平成31年度
2,315人

※№3と合算
Ａ

出生連絡票・電話等により希望が
あった概ね２か月までの産婦・新生
児に対して、助産師、保健師による
訪問を実施した。（希望がなかった
家庭には、４か月までにこんにちは
赤ちゃん訪問を実施した）

ａ

出産後間もない時期であり、専門職
が家庭訪問することで、早期のうち
に育児不安の解消が図れた。また、
訪問しても不在の家庭があるため、
引き続き事業の周知や実施方法を
検討していく必要がある。

H23：2,429件訪問　84.7％
H24：2,367件訪問　80.5％
H25：2,341件訪問　79.3％
H26：2,094件訪問　74.2％
H27：2,477件訪問　90.4％
※こんにちは赤ちゃん事業の件数
を含む

出生連絡票・電話等により希
望があった概ね２か月までの
産婦・新生児に対して、助産
師、保健師による訪問を実施
する。

健康づくり支
援課

3

こんにちは赤ちゃ
ん事業

平成31年度
2,315人

※№2と合算
Ａ

生後４か月までの乳児のいる家庭
を訪問し、子育て支援と情報提供を
行った。

ａ

出産後間もない時期であり、専門職
が家庭訪問することで、早期のうち
に育児不安の解消が図れた。また、
訪問しても不在の家庭があるため、
引き続き事業の周知や実施方法を
検討していく必要がある。

H23：2,429件訪問　84.7％
H24：2,367件訪問　80.5％
H25：2,341件訪問　79.3％
H26：2,094件訪問　74.2％
H27：2,477件訪問　90.4％
※産婦・新生児訪問指導の件数を
含む

生後４か月までの乳児のい
る家庭を訪問し、子育て支援
と情報提供を行う。

健康づくり支
援課

4

乳幼児訪問指導 ― Ａ

訪問による指導が必要な母子に対
して、保健師等による訪問指導を実
施した。

ａ

支援が必要な家庭を訪問すること
で、家庭の状況に応じた支援を実
施することができた。

H23：妊産婦　155件 乳幼児  284件
H24：妊産婦　154件 乳幼児  278件
H25：妊産婦　178件 乳幼児  266件
H26：妊産婦　187件 乳幼児  318件
H27：妊産婦　279件 乳幼児　446件

訪問による指導が必要な母
子に対して、保健師等による
訪問指導を実施する。

健康づくり支
援課

5

幼児のむし歯予
防推進事業

保育施設等
でのフッ化物
洗口事業実
施率100%

Ｃ

市内の希望する保育園・幼稚園の5
歳児クラスを対象にフッ化物洗口・
健康教育を実施し、啓発事業として
①研修会、②リーフレット・絵本等を
作成し、配布した。
また、事業内容をより充実させるた
め、検討会を実施した。 ｃ

平成26年度より事業対象施設を拡
大し、むし歯予防の啓発、歯と口の
健康づくりの推進を図ることができ
た。今後は、更に実施施設数を増
やせるよう、働きかけを行う。

会議・研修・関係機関との調整
H23　10回　H24　10回  H25　8回
H26　39回  H27 10回
保健指導
H23　100回　H24　100回　H25　134
回  H26　123回　H27　89回
フッ化物洗口事業実施率
H23　100％  H24　100％  H25
100％  H26 　54.5％　H27　55.0％
 ※H26年度より対象施設を拡大し
て実施

市内の希望する保育園・幼
稚園の5歳児クラスを対象に
フッ化物洗口・健康教育を実
施。
啓発事業として、研修会、
リーフレット、絵本等を配布。
検討会議等の実施と併せ、
フッ化物洗口事業実施園の
拡大を図る。

健康づくり支
援課

6

歯科健診・歯科保
健指導等の実施

― Ａ

2歳から2歳6か月児とその保護者を
対象に歯科健診・歯科指導等を実
施した。

ａ

子どもと一緒に保護者の歯科健診
を実施することにより、歯科健診受
診率の低い世代に対する予防、啓
発等が図れた。

H23：12回　児363人　保護者274人
H24：12回　児312人　保護者244人
H25：12回　児236人  保護者178人
H26：12回　児272人  保護者191人
H27：10回　児268人  保護者203人

2歳から2歳6か月児とその保
護者を対象に、歯科健診・歯
科指導等を実施する。

健康づくり支
援課

7



継続 H27 ａ 650 600

継続 H28 - 600 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 1,250 600

継続
継続 H27 ａ 420 294

継続 H28 - 420 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 840 294

継続

拡充 H27 ａ 1,175,796 1,152,907

拡充 H28 - 1,164,052 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 2,339,848 1,152,907

拡充

継続 H27 ａ 3,500 3,500

継続 H28 - 3,500 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 7,000 3,500

継続

継続 H27 ａ 1,046 913

継続 H28 - 1,062 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 2,108 913

継続
拡充 H27 ａ 97,005 68,659

拡充 H28 - 97,230 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 194,235 68,659

拡充

7

妊産婦歯科健診 12回／年 Ａ

妊娠5か月以上の妊婦と産後1年未
満の産婦を対象に、歯科健診と歯
科保健指導を実施した。

ａ

平成25年度より対象者を妊婦から
妊産婦とし、歯科健診が必要な対
象者へ対しての事業展開が図れ
た。

H23：12回　127人
H24：12回　122人
H25：12回　179人
H26：12回　170人
H27：12回　136人

妊娠5か月以上の妊婦と産
後1年未満の産婦を対象と
し、歯科健診・歯科保健指導
を実施する。

健康づくり支
援課

8

母子健康手帳の
交付

― Ａ

市役所や各市民センター、連絡所、
証明センターにて、届出により妊婦
に対して母子健康手帳を交付した。

ａ

市民センターなど身近な施設でも、
母子健康手帳を交付することが出
来、早期からの活用を図ることが出
来た。

妊娠届出数
H23：2,905件  H24：3,165件　H25：
2,897件  H26：2,898件
H27：2,816件
母子健康手帳交付数
H23：2,984件　H24：3,256件　H25：
2,970件　H26：2,976件
H27：2,877件

市役所、市民センター、連絡
所、証明センターにて、届出
により妊婦に対して母子健康
手帳を交付する。

健康づくり支
援課

9

こども医療費の助
成

― Ａ

子どもが必要とする医療を容易に
受けられるようにし、子どもの健康
の向上と福祉の増進を図るため子
どもに対する医療費の一部を支給
した。
支給件数　　　　  649,231件
支給額　　 1,152,907,127円

ａ

平成２２年７月診療分より、通院助
成を未就学児から小学３年生（９歳
年度末）までに拡大した。
平成２４年１０月診療分より、通院
助成を小学３年生（９歳年度末）か
ら小学６年生（１２歳年度末）までに
拡大。
平成２６年１月診療分より、通院助
成を小学６年生（１２歳年度末）から
中学３年生（１５歳年度末）までに拡
大。こども医療費の支給対象年齢
を段階的に拡大することで、子ども
の健康の向上と福祉の増進を図っ
た。

支給件数
Ｈ２３　448,135件
Ｈ２４　531,467件
Ｈ２５　562,271件
H２６　631,882件
H２７　649,231件

子どもが必要とする医療を容
易に受けられるようにし、子
どもの健康の向上と福祉の
増進を図るため子どもに対す
る医療費の一部を支給する。

こども政策
課

10

夜間休日診療事
業（小児） － Ａ

平日夜間及び休日における軽症の
救急患者の医療を確保するため、
夜間休日診療事業を実施する法人
等に対し、補助を行った。

診療日数366日
患者数　9,669人（うち小児科6,419
人）

ａ

夜間休日診療所を運営する川越市
医師会等に対し、運営費の一部を
補助し、休日及び夜間における初
期救急医療を確保することができ
た。

患者数
H23：5,377人（うち小児科3,864人）
H24：7,777人（うち小児科4,816人）
H25：8,814人（うち小児科5,922人）
H26：10,072人（うち小児科6,125人）
H27：9,669人（うち小児科6,419人）
※H23年度までは市立診療所で実
施していたが、H24年度からは川越
市医師会夜間休日診療所で実施

川越市医師会夜間休日診療
所において、休日及び夜間
に軽症の救急患者の診療を
実施する事業に対し、必要な
補助を行う。

保健医療推
進課

11

乳幼児相談 30回／年 Ａ

総合保健センター及び南文化会館
において乳幼児を対象とした相談を
実施した。

ａ

乳幼児相談を実施することで、保護
者の育児不安の解消を図ることが
出来た。

H23：３０回 1,599人
H24：３０回 1,635人
H25：３０回 2,059人
Ｈ26：３０回 2,086人
H27：３０回 2,113人

保健センター及び南文化会
館において乳幼児を対象とし
た相談を実施する。

健康づくり支
援課

12

不妊に対する支
援

― Ａ

特定不妊治療・男性不妊治療を受
ける夫婦を対象にその治療に要す
る費用の一部を助成した。
不妊専門相談センターにおいて専
門相談を実施した。

ａ

自費診療部分の一部助成を行うこ
とで、経済的支援をすることができ
た。

特定不妊治療助成件数
H23：320件　H24：451件　H25：537
件　H26：533件　H27：515件
相談件数
H23：14組　H24：22組
H25：20組　H26：20組
H27：19組
男性不妊治療助成件数
H27：3件

特定不妊治療・男性不妊治
療を受ける夫婦を対象にそ
の治療に要する費用の一部
を助成する。
不妊専門相談センターにお
いて専門相談を実施する。

健康管理課
※H27は、健
康づくり支援
課

8



拡充 H27 ａ 271,603 249,591

拡充 H28 - 261,920 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 533,523 249,591

拡充

拡充 H27 ａ 19 19

拡充 H28 - 7 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 26 19

拡充

継続 H27 ａ 150 150

継続 H28 - 150 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 300 150

継続

継続 H27 ａ 30 30

継続 H28 - 30 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 60 30

継続

【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

１－（２）食育・保健対策の充実 (単位：千円）

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ａ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充
拡充 H27 ａ 6 6

拡充 H28 - 12 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 18 6

拡充

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画達成状
況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

13

妊婦健康診査
平成31年度
26,444人回 Ａ

妊婦に対し委託医療機関で健康診
査を行った。
委託医療機関での健診が受けられ
ない妊婦を対象に健診費用の一部
を助成した。

ａ

必要とされる健診回数及び、医学
的検査の費用の一部を助成するこ
とで、妊婦健診の受診の勧奨、経
済的不安の解消をすることができ
た。

H23：一般健診14回のべ34,148人回
H24：一般健診14回のべ36,512人回
H25：一般健診14回のべ35,252人回
H26：一般健診14回のべ34,230人回
H27：一般健診14回のべ33,628人回

妊婦に対し委託医療機関で
健康診査を行う。
委託医療機関での健診が受
けられない妊婦に対しても、
健診費用の一部助成を行う。

健康づくり支
援課

14

マタニティスクー
ル

6回／年 Ａ

妊婦とその夫を対象に育児、栄養、
歯科についての正しい知識を普及
し、妊娠中の不安の解消と父親の
育児参加を支援した。

ａ

妊娠期や出産後に必要な情報を提
供することで、妊娠中や産後の不安
の解消が図れた。また、父親の育
児参加の必要性の周知が図れた。

プレパパママスクール
H23：6回　129組 257人
       （夫再掲126人）
H24：6回　129組257人
　　　（夫再掲127人）
H25：6回　112組220人
　　　（夫再掲109人）
H26：6回　93組181人
　　　（夫再掲88人）
H27：6回 90組177人
　　　（夫再掲87人）

妊婦とその夫を対象に育児、
栄養、歯科についての正しい
知識を普及し、妊娠中の不
安の解消と父親の育児参加
を支援する。

健康づくり支
援課

15

離乳食教室 24回／年 Ａ

月齢に応じた離乳食の進め方につ
いて教室を開催し、離乳食の講話と
試食を行った。
４～６か月対象、６～８か月対象

ａ

月齢や児に応じた離乳食の指導を
行うことで、離乳食に関する知識の
普及が図れた。

４～６か月対象
H23：12回 308組　H24：12回 316組
H25：12回 369組　Ｈ26：12回 322組
H27：12回 313組
６～８か月対象
H23：12回 242組　H24：12回 238組
H25：12回 290組　Ｈ26：12回 294組
H27：12回 288組

月齢に応じた離乳食の進め
方について教室を開催し、離
乳食の講話と試食行う。

健康づくり支
援課

16

赤ちゃん広場 10回／年 Ａ

育児サークルの支援として、育児学
習・情報交換の場の提供した。

ａ

保健センターで赤ちゃん広場を実施
することで、その後の各地域で実施
されている子育てサロンなどに参加
するきっかけ作りとなった。

赤ちゃん広場
H23：１０回　延409人
H24：１０回　延429人
H25：１０回　延507人
H26：１０回　延409人
H27：１０回　延372人

育児サークルの支援として、
育児学習・情報交換の場の
提供する。

健康づくり支
援課

1

未就学児に対す
る食育の推進

－ Ａ

市立保育園において、健全な成長
発達を目指し、食事の楽しさや大切
さ、衛生習慣について栄養教育を
行った。
公立保育園20園　各6回 ａ

栄養教育を通じて、食べることへの
興味や関心を持ち、自ら食事を選
択する意欲を育てることができた。

毎年
公立保育園20園　各6回

毎年実施している内容につ
いては継続。
保育所保育指針の保育内容
に合わせた食育年間計画を
作成し、計画的に食育を推進
していく。

保育課

－ Ａ

市立小学校３２校の就学前健診に
おいて、朝食を改善するために朝食
啓発チラシを配布、希望校には朝
食の大切さについての講話を実施
した。
また４か月児健診、１歳６か月児健
診　、３歳児健診において朝食の重
要性、生活リズムの大切さを周知す
るための掲示物を展示した。

ａ

就学前健診を利用して朝食の大切
さを周知することができた。

H24　朝食のチラシ配布数 1,402枚
H25　朝食のチラシ配布数 3,021枚
　　　 朝食についての講話 10校
H26　朝食のチラシ配布数 3,730枚
       朝食についての講話1校
H27　朝食のチラシ配布数 3,730枚
       朝食についての講話14校
    　 親子料理教室　1回15組

市内小学校３２校の就学前
健診において、朝食のチラシ
の配布と健診時の掲示物展
示については継続。昨年度
からは朝食についての親子
料理教室を夏休みに実施し
た。

健康づくり支
援課

9



継続 H27 ａ 25 0

継続 H28 - 25 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 50 0

継続

継続 H27 ａ 286 286

継続 H28 - 286 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 572 286

継続

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

2

小・中学校におけ
る食育の推進

教員向け
研修会
1回／年

Ａ

栄養教諭・学校栄養職員と合同の
「食育」推進のための指導法研修会
を実施し、望ましい食生活や栄養な
どに関する情報及び効果的な指導
方法について各学校の教職員に周
知した。また、研修会場を健康に関
わる総合保健センターとした。学校
における食育推進のため､学校給
食課と教育指導課から講師を招き、
「学校における食育の推進」、「食物
アレルギーについて」の研修を行っ
た。また、学校での研究授業の実践
発表も引き続いて実施した。

ａ

研修に参加した教職員が、食育へ
の意識を高めることができた。ま
た、講演や実践発表の内容から、
食育の推進を図るために、各学校
での取組の参考とすることができ
た。研修会場についても川越市内
の施設を借用して行うことにより効
果的な研修となった。

H23　食に関する指導法研修会
小学校教諭　27名
中学校教諭　21名
栄養教諭、栄養職員　9名
学校給食課、給食センター5名
H24　食に関する指導法研修会
小学校教諭　31名
中学校教諭　20名
特別支援　　　1名
栄養教諭、栄養職員　10名
学校給食課、給食センター7名
H25　食に関する指導法研修会
小学校教諭　32名
中学校教諭　22名
特別支援　　　1名
栄養教諭、栄養職員　7名
学校給食課、給食センター5名
H26　食に関する指導法研修会
小学校教諭　32名
中学校教諭　19名
特別支援　　　1名
栄養教諭、栄養職員　10名
学校給食課、給食センター7名
H27　食に関する指導法研修会
小学校教諭　33名
中学校教諭　23名
特別支援　　　1名
栄養教諭、栄養職員　3名
学校給食課、給食センター5名

研修会場を川越総合卸売市
場として、見学等を行うことに
より、川越市の食に関わりの
ある施設についての理解を
深めるとともに、食育への関
心を高めるようにする。学校
における食育推進のため､女
子栄養大学から講師を招き、
「家庭、学校での食育の推
進」についての研修を行って
いく。また、学校での研究授
業の実践発表を引き続き
行っていく。

教育セン
ター

― Ａ

学校における食育推進のため､各
学校は、食に関する全体計画を作
成した。学校保健広報「わかあゆ」
に食育に関する内容を取り上げ、保
護者に対しても食育の充実推進の
協力を求めた。 ａ

学校における食育推進のため､各
学校に食に関する全体計画を作成
させた。学校保健広報「わかあゆ」
に食育に関する内容を取り上げ、保
護者に対しても食育の充実推進を
図ることができた。

H23 全体計画作成 市内54校
「わかあゆ」配布部数25,000部
H24 全体計画作成 市内54校
「わかあゆ」配布部数25,000部
H25 「わかあゆ」配布部数25,000部
H26 「わかあゆ」配布部数25,000部
H27 全体計画作成 市内54校
「わかあゆ」配布部数25,000部

学校における食育推進のた
め､各学校の食に関する全体
計画の見直しを行う。学校保
健広報「わかあゆ」に食育に
関する内容を取り上げ、保護
者に対しても食育の充実推
進の協力を求める。学校
ファームの活動との関連を図
る。

教育指導課

― Ａ

小中学校への食に関する指導
小学校２年生
　　３，０４７人・１９６回
各種広報誌の発行　６回

ａ

平成２３～２７年度に計９４５回、１
４，６４７人を対象に指導を行い食に
関する理解を深めることができた。

Ｈ23　小学校２年生2,877人　186回
Ｈ24　小学校２年生2,909人　187回
Ｈ25　小学校２年生2,812人　180回
Ｈ26　小学校２年生3,002人　196回
Ｈ27　小学校２年生3,047人　196回
毎年各種広報誌発行６回

定着した食指導を引き続き継
続していくとともに、他学年へ
の拡大を検討していく。

学校給食課
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拡充 H27 ａ 650 650

拡充 H28 - 710 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 1,360 650

拡充

継続 H27 ａ 61 53

継続 H28 - 61 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 122 53

継続

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

拡充 H27 ａ 394 367

拡充 H28 - 423 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 817 367

拡充

3

子育て体験学習
市内全中学

校 Ａ

中学生を対象に「命の力」「命のつ
ながり」を話し伝えることで、自己肯
定感を高め、自己と他者を大切に
思う心を養い、実際の乳幼児やそ
の親とふれあうことで、自分がうま
れてきたことに喜びを感じてもらうこ
とを目的として講座を実施した。実
施に当たり、教育指導課が中学校
との調整を行った。

ａ

少子化などにより乳幼児とふれあう
機会が減少しつつある中学生に対
し、「命の大切さ」等を学ぶ機会を提
供することにより、中学生が命の大
切さや子育ての大変さを学ぶことが
できた。

H23：市内中学校１２校で実施
H24：市内中学校９校で実施
H25：市内中学校１０校で実施
H26：市内中学校１０校で実施
H27：市内中学校２０校で実施

ＮＰＯ法人川越子育てネット
ワークに業務委託をし、中学
校20校で実施予定。また、教
育指導課が事業の目的の周
知を各学校に図り、実施に当
たっては、学校との調整等を
行う。

こども育成
課
教育指導課

4

薬物乱用防止啓
発

広報
2回／年
ポスター
3回／年

リーフレット
1,000部

Ａ

・保健所窓口、イベント会場（健康ま
つり会場等３か所）において、リーフ
レット等を配布し啓発を行った。
・霞ヶ関駅と鶴ヶ島駅の構内にポス
ターを掲示し、啓発を行った。
・県と連携して薬物乱用防止啓発活
動を行った。
・年2回広報紙等により啓発を行っ
た。

ａ

市民等が多く集まるイベント会場で
リーフレット等を配布して広く啓発を
行うことができた。
市内の利用者が多い駅の構内等に
乱用防止啓発ポスターを掲示し、広
く啓発を行った。

市内のイベント会場（計３箇所）にて
啓発用リーフレット等を配布
H24　約1,000部
H25　約1,100部
H26　約1,100部
H27　約1,000部
平成２６年度から市内の２つの駅に
啓発用ポスターを掲示

県と連携して引き続き薬物乱
用防止啓発活動に努める。

保健総務課

全市立学校
で実施 Ａ

全市立学校に薬物乱用防止教室の
開催を呼びかけ、児童生徒だけで
なく、保護者への啓発を図った。

ａ

全市立学校で薬物乱用防止教室の
実施率は１００％である。その内容
は危険ドラッグをはじめとする最新
の情報に基づいた指導を行った。
　さらに、児童生徒の自尊感情を高
めるための指導法の工夫を行った。
　また、保護者の参加を促し、学校・
家庭・地域が一体となった取組を推
進した。

市立小・中・高校全校で実施
薬物乱用防止教室実施回数
H25　小32校　平均3.3回/年
      　中22校　平均2.5回/年
       　高・特　各１回/年
         保護者参加実施校
       　小15校　中8校
H26　小32校　平均3.4回/年
         中22校　平均2.9回/年
　　　　高・特　各１回/年
　　　　保護者参加実施校
　　　　小20校　中16校
H27　小32校　平均4.0回/年
         中22校　平均2.9回/年
　　　　高・特　平均2.0/年
　　　　保護者参加実施校
　　　　小16校　中14校
　　　　特1校

引き続き、全市立学校で薬
物乱用防止教室を開催する
など、啓発活動を実施してい
く。

教育指導課

5

性感染症対策

性感染症検
査、相談及び

即日検査
（月３回）

Ａ ａ

定例の検査・相談により性感染症
の早期発見や予防啓発の充実が
図れた。

H23　受検者527名
H24　受検者384名
H25　受検者476名
H26　受検者454名
H27　受検者401名

性感染症の早期発見のた
め、検査体制の強化や予防
啓発を充実させていく。

保健予防課
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（２）基本目標２　幼児期の教育・保育の充実と就学に向けた支援
【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

２－（１）　教育・保育の量的拡大・質的向上 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ｂ 532,782 418,802

拡充 H28 - 377,421 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 910,203 418,802

拡充
拡充 H27 ａ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充

拡充 H27 ｃ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充

拡充 H27 ｂ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充
新規 H27 ｃ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規
拡充 H27 ａ 736,730 731,574

拡充 H28 - 732,293 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 1,469,023 731,574

拡充

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画
達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

5

幼稚園事業の推
進

― Ｂ

平成２７年度に新制度へ移行する
園はなかったが、平成28年度移行
予定の１園に確認や情報提供等を
行い、スムーズな移行につなげるこ
とができた。

ｃ

平成２７年度は新制度に移行する
園がなく、平成２８年度に移行予定
の園が１園の状況であり、市全体の
教育・保育の確保量の観点からも
不十分である。

新制度移行の園数
H27　なし

平成２８年度に１園が移行し
たことにより、２９年度以降の
移行に向けて積極的に相談
や情報提供等を行っていく必
要がある。

こども政策
課

1

通常保育事業
平成31年度

4,305人 Ｃ

公立保育所
   20園   定員1,830人
法人保育所
   26園   定員1,946人
【3,776人】 ｂ

新規保育所の開設等により、定員
の拡大を図っている。
平成31年度に目標事業量に達する
予定。

H23  3,081人
H24  3,141人
H25　3,281人
H26　3,416人
H27　3,776人

新規保育所の開設等により
定員の拡大を図る。
平成28年度に2園、平成29年
度に1園開設予定。

保育課

2

時間外保育事業
（延長保育事業）

平成31年度
1,676人 Ａ

全20箇所の公立保育所において、
１時間（高階保育園では２時間）の
延長保育を実施。民間保育所にお
いては、全26箇所で実施。実施園
については所要額を助成。
【46箇所・実利用者1,602人、確保量
1,921人】
※人数は民間保育所を除いたも
の。

ａ

保護者の都合により、延長保育が
必要となった場合、登録者の他に緊
急で受け入れられる体制をとってい
る。現在のところ、延長保育の実施
者は定員数内で運営しているため、
規定の条件を満たしていれば利用
が可能となる。

H23  37箇所　1,301人
H24  38箇所　1,464人
H25  40箇所　1,710人
H26　42箇所　1,655人
H27  46箇所　1,602人
（確保量1,921人）

平成28年度に開設する新規
保育園でも時間外保育を実
施依頼し、事業の拡充を図
る。

保育課

3

保育所等における
一時預かり・一時
的保育事業

平成31年度
56,376人日 Ｂ

公立保育園５園、法人保育園１４園
で実施。
【１９箇所・４５，３３０人日】

ｃ

事業の実施園及び利用者は増加し
ているが、目標値には達していな
い。
※H27より川越市子ども・子育て支
援事業計画に基づく確保量として計
画事業実績値（延べ人数）を記入

H23 13箇所　6,080人
H24 14箇所　7,275人
H25 15箇所　8,381人
H26 18箇所　9,732人
H27 19箇所　45,330人日

今後新たに開設する新規保
育所に事業実施を依頼し、事
業の拡充に努めていく。

保育課

4

産休明け保育事
業

平成31年度
10施設

（保育所）
Ｂ

法人保育園では、６園に加えて平成
２７年４月から１園で産休明け保育
を実施している。

ｂ

法人保育園では、６園に加えて平成
２７年４月から１園で産休明け保育
を実施している。

H27　法人保育園　７園で実施 産休明け保育事業について
は、法人保育園での実施を
拡充していく。
公立保育園での実施は、待
機児童が解消してから、改め
て実施を検討する。

保育課

6

幼稚園就園奨励
費

― Ａ

国庫補助対象者の他、国庫補助対
象外の方についても継続して市単
独での補助を実施している。

ａ

市内在住で満３歳から５歳までの幼
児を、特定教育施設以外の幼稚園
に通園させている保護者に対して、
国の基準に基づいて保育料等の補
助を行うことで幼児教育の支援が
図れた

Ｈ23 決算額501,207千円
       支給対象園児数6,175人
Ｈ24 決算額518,074千円
       支給対象園児数6,372人
Ｈ25 決算額548,230千円
       支給対象園児数6,485人
Ｈ26 決算額732,913千円
       支給対象園児数6,607人
H27 決算額731,574千円
　　　 支給対象園児数6,458人

国庫補助対象者について
は、国庫補助増額とともに、
単価を増額。
国庫補助対象外の方につい
ても、継続して市単独での補
助を実施。

こども政策
課

12



継続 H27 ｃ 2,087 2,086

新規 H28 - 4,300 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 6,387 2,086

新規
継続 H27 ｃ 130,890 130,890

継続 H28 - 131,240 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 262,130 130,890

継続

新規 H27 ｄ 29,326 0

新規 H28 - 0 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 29,326 0

新規
新規 H27 ｄ 164,322 51,223

新規 H28 - 190,324 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 354,646 51,223

新規

継続 H27 ｃ 87,048 70,339

継続 H28 - 131,303 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 218,351 70,339

継続
継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

7

幼稚園等における
一時預かり・預か

り保育事業

平成31年度
144,169人日

Ｃ

一時預かり事業
Ｈ２７　延べ利用園児数：4,026人日
　　　（うち長時間：2,718人日）

ｃ

認定こども園等、市外の施設におい
て、一時預かり事業（幼稚園型）を
実施することにより、安心して子育
てができる環境の整備及び地域に
おける子ども・子育て支援の向上を
図ることができた。

H27　補助対象園：4園（市外4園）
　　　　延べ利用園児数：4,026人日

新制度の一時預かり事業
（幼稚園型）の実施施設数を
拡大し、事業の推進に努め
る。

こども政策
課

Ａ

預かり保育事業（人数割　（１日平
均人数四捨五入済）　）
1歳未満児 　480,000×1人＝
480,000円
1～2歳児 　  300,000×65人＝
19,500,000円
3歳以上　     170,000×533人＝
90,610,000円
長期休業加算    29園×300,000＝
8,700,000円
施設経費補助　  29園×400,000＝
11,600,000円
延べ利用人数145,034人日

ａ

幼稚園で行う預かり保育に補助を
行うことで利用の拡大が図れた。

補助対象園園児数
H23　468人
H24　507人
H25　510人
H26　566人
H27　599人　延べ145,034人日

幼稚園預かり保育の推進に
努める。

8

幼稚園・法人立保
育所の耐震化の
推進

―

Ｄ

事業の実施なし

ｄ

既存の法人の耐震化促進により、
増改築を行う。

H27　0園 既存の私立幼稚園の耐震化
の促進のため、増改築を図
る。
平成27年度2園の工事を予
定していたが、中止。平成28
年度の事業予定なし。

こども政策
課

Ｂ

法人保育所1園について2ヶ年計画
で増改築を実施（平成27年度70％
分を実施）
幼稚園の耐震化事業の実施なし ｂ

既存の法人の耐震化促進により、
増改築を行う。

H23  0園
H24  2園
H25　1園
H26　1園
H27　0園

既存の法人の耐震化の促進
のため、増改築を図る。
平成２７年度の30％分は来
年度に繰越。平成28年度に2
園の増改築予定。

保育課

9

認定こども園の推
進

平成31年度
5施設

（定員625人）
Ｃ

平成２８年４月に向けて１施設の整
備を行った。

ｃ

認定こども園への認可化への意向
調査により、計画的に整備を進めて
いく。

H27　0園 平成28年度は、幼稚園から
の認定こども園への移行が１
園。平成29年度に1園開設予
定。

保育課

10

認可外保育施設
等の認可化支援

― Ａ

家庭保育室から5施設、認可外保育
施設から4施設を小規模保育施設
（認可事業）へ移行した。

ａ

事業者の意向に沿って実施した。 H27　9園 今後も、計画的に認可化支
援をしていく予定。

保育課

13



継続 H27 ｂ 2,003 2,003

継続 H28 - 2,000 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 4,003 2,003

継続

拡充 H27 ａ 564,024 526,270

拡充 H28 - 717,812 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 1,281,836 526,270

拡充
継続 H27 ａ 170 163

継続 H28 - 170 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 340 163

継続
新規 H27 ｄ - -

新規 H28 - 168 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 168 0

新規
新規 H27 ｄ - -

新規 H28 - 2,100 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 2,100 0

新規

11

保育士研修 300回／年 Ｂ

公立・法人・家庭保育室の保育士
の研修を実施
市主催の保育園職員研修年４回公
立１，５７４人・私立３６１人
＜その他テーマ別の研修状況＞
・乳幼児保育研修　４８回　　参加者
１，２５６人
・障害児保育研修　３０回　　参加者
５６２人
・こどもの病気予防救急法の研修
２０回　　参加者　４６５人
・食育に関する研修　２２回　　参加
者　２３２人
・心とからだの発達に関する研修
３４回　　参加者　６７０人
・各年齢別研究会での学習会　５６
回　　参加者　　１，０３６人
その他研修会　４５回　参加者　５６
８人

ｂ

・社会情勢やたくさんの事例に学ぶ
ことにより、保育園に求められてい
る多様なニーズに対応するための
足がかりとなる。
・専門性を身に着つけ、こども一人
ひとりの成長や集団としての成長を
より深く考えたり、見直したりでき
る。
・職員全員で研修会をうけることで
共通認識が深まり同じ思いで保育
の実践にあたる事ができる。

H23　181回　5,460人
H24　210回　5,414人
H25　278回　5,510人
H26　237回　5,805人
H27　259回　5,688人

市内の保育施設での従事者
を対象して保育の質の充実
を図るために研修を市主催
の研修会年４回実施予定。
開催場所、時間については
市の施設(ウエスタ川越）利
用し参加しやすい環境を整
え、広く周知していく。
・乳幼児保育研修
・障害児保育研修
・こどもの病気予防救急法の
研修
・食育に関する研修
・心とからだの発達に関する
研修
・各年齢別研究会での学習
会
・保育園内での学習会を積
極的に行い、朝夕の職員を
対象とする保育の学習会を
年２回は各保育園で実施す
る。

保育課

12

学童保育事業
平成31年度

2,492人 Ａ

保護者の就労等により、放課後の
家庭が常時留守になっている児童
を、市内３２学童保育室で保育し
た。【当初入室利用者：２，１６６人】
【実利用者：２，１４０人】【定員枠：
２，４８８人】

ａ

保護者の就労等により、放課後の
家庭が常時留守になっている児童
を、市内３２学童保育室で保育し
た。

年度当初入室児童数
平成23年度　1,902人
平成24年度　1,916人
平成25年度　1,983人
平成26年度　2,037人
平成27年度　2,166人
（実利用者2,140人定員枠2,488人）

保護者の就労等により、家庭
が常時留守になっている児
童を、待機児童なく安全に保
育する。

教育財務課

13

幼保小連絡懇談
会の実施

1回／年 Ａ

「幼保小連携の在り方」をテーマに
幼稚園・保育園・小学校の教職員
の参加のもと幼保小連絡懇談会を
開催した。 ａ

幼児教育振興審議会で練り上げた
テーマに沿って、幼保小連絡懇談
会を毎年実施できた。授業参観後
の懇親会では、テーマに沿った活発
な意見交換がなされ、幼保小の連
携が図れた。

幼保小連絡懇談会
参加園・校数
Ｈ23　幼30園保36園小32校
Ｈ24　幼32園保38園小32校
H25　幼32園保40園小32校
H26　幼31園保42園小32校
H27　幼28園保46園小32校

今後も幼児教育振興審議会
において幼児教育の振興に
ついて審議し、幼稚園・保育
園・小学校等のさらなる連携
と充実を図る。

教育指導課

14

実費徴収に係る
補足給付を行う事

業
― Ｄ

Ｈ２８事業開始予定のため、事業実
績なし

ｄ

Ｈ２８事業開始予定のため、事業実
績なし

H27　実績なし 1号支給認定保護者のうち、
生活保護受給世帯等の児童
の保育に係る、実費徴収額
に対し、補足給付を行う。

こども政策
課

Ｈ２８事業開始予定のため、事業実
績なし

Ｈ２８事業開始予定のため、事業実
績なし

H27　実績なし 2号・3号支給認定保護者のう
ち、生活保護受給世帯等の
児童の保育に係る、実費徴
収額に対し、補足給付を行
う。

保育課

14



【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

２－（２）多様な保育事業の推進 (単位：千円）

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ａ 2,724 2,316

拡充 H28 - 2,724 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 5,448 2,316

拡充
拡充 H27 ａ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充

新規 H27 ｃ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規
新規 H27 ｃ 359,508 308,634

新規 H28 - 656,178 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 1,015,686 308,634

新規
新規 H27 ｃ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規

新規 H27 ｃ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画達成状
況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

1

統合保育事業 ― Ａ

障害児及び健常児の成長と発達を
促進するため、保育所において統
合保育を実施している。

ａ

公立保育園２０園において、統合保
育事業を実施している。
事業実施に際し有識者からの指導
及び助言を受ける。

平成２３年４月時  ７３人実施
平成２４年４月時  ７４人実施
平成２５年４月時　７７人実施
平成２６年４月時　６５人実施
平成２７年４月時　８３人実施

事業名を障害児保育事業に
変更したうえで、保育の必要
性がある障害児について、安
心・安全な保育を確保できる
よう体制を整えたうえで受け
入れを継続していく。

保育課

2

土曜保育事業
平成31年度

14施設
（保育所）

Ａ

公立保育園１０園で、土曜日の一日
保育を実施。
法人保育園では、３園で土曜日の
一日保育を実施。

ａ

土曜日の一日保育実施園につい
て、公立保育園１０園、法人保育園
３園で実施することができた。

H23、H24、H25、H26、H27
公立保育園　１０園で実施
H27
法人保育園　　３園で実施

保育ニーズの高まりにより、
徐々に実施園拡大してきた
が、引き続き、土曜保育に関
するニーズの把握に努めると
ともに、法人保育園において
も土曜日の一日保育の実施
依頼をし、事業の拡充を図
る。

保育課

3

家庭的保育事業
（保育ママ）

平成31年度
577人

（特定地域型
保育事業）

※№4.5.6と合
算

Ｄ

事業なし

ｃ

調査、研究を継続して実施してい
く。

H27　事業なし 助成制度を設け推進を図る。 保育課

4

小規模保育事業

平成31年度
577人

（特定地域型
保育事業）

※№3.5.6と合
算

Ｃ

　小規模Ａ型　定員137人
　小規模Ｂ型　定員36人
【173人、10園】

ｃ

認可外保育施設から認可事業とな
ることで、保護者負担額が保育所
同様となり、低年齢児の受け皿を確
保することで、さらなる待機児童の
解消を図る。

H27　173人　10園 平成28年度、家庭保育室か
ら5施設が小規模保育へ移
行する予定。

保育課

5

事業所内保育事業

平成31年度
577人

（特定地域型
保育事業）

※№3.4.6と合
算

Ｄ

事業なし

ｃ

調査、研究を継続して、計画的に整
備を進めていく。

H27　事業なし 平成28年度より、1施設が実
施予定。

保育課

6

居宅訪問型保育
事業

平成31年度
577人

（特定地域型
保育事業）

※№3.4.5と合
算

Ｄ

事業なし

ｃ

調査、研究を継続して実施してい
く。

H27　事業なし 助成制度を設け推進を図る。 保育課
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拡充 H27 ｂ 29,680 28,228

拡充 H28 - 38,035 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 67,715 28,228

拡充

拡充 H27 ａ 17,932 16,686

拡充 H28 - 14,874 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 32,806 16,686

拡充

新規 H27 ａ 6,353 4,181

新規 H28 - 6,456 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 12,809 4,181

新規

新規 H27 ｃ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規

新規 H27 ｄ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規

※2-(2)-No.10を含む

※2-(2)-No.9に含める

7

病児保育事業
平成31年度
1,200人日 Ｂ

病児・病後児保育実施施設３箇所
病後児保育実施施設１箇所
１施設定員３人【４箇所・１２人】
利用者数　９２５人

ｂ

病児・病後児保育実施施設３箇所
病後児保育実施施設１箇所
１施設定員３人【４箇所・１２人】
利用者数　９２５人
市内東・西・南・中央(北含む)の４地
域に実施施設を開設し、１日当たり
の利用可能定員数の増と利用者側
の利便性の向上をはかることがで
きた。

H23【２箇所・６人】
　　　利用者数　３９７人
H24【２箇所・６人】
　　　利用者数　４７７人
H25【２箇所・６人】
　　　利用者数　６４８人
H26【４箇所・１２人】
　　　利用者数　５８４人
H27【４箇所・１２人】
　　　利用者数　９２５人

引続き広報掲載や保育所・
学童保育室等へ広く周知し、
潜在的利用者の利用を促
す。

こども育成
課

8

ファミリー・サポー
ト・センター事業

平成31年度
6,650人日

病児・緊急対
応強化事業

100人日

Ａ

【基本事業】(川越市ファミリー・サ
ポート・センター事業)
設置箇所数　　　　　　1箇所
依頼会員　　　　　　　1,687人
提供会員　　　　　　　　631人
依頼提供会員　　　　 　85人
活動回数　　　　　　　8,016回
【病児・緊急対応強化事業】(川越市
緊急サポート事業)
設置箇所数　　　　　　1箇所
利用会員　　　　　　　 180人
サポート会員　　　　　  50人
活動回数　　　　　　   326回 ａ

基本事業である川越市ファミリー・
サポート・センター事業については、
活動回数が前年度比7％増加し、よ
り事業を充実させることが出来た。
また、緊急サポートセンター事業(病
児・緊急対応強化事業)の実施によ
り、基本事業で対応できない、緊
急、突発的な対応や病児の預かり
を実施し、よりよい子育て支援サー
ビスを提供できた。

H23　依頼会員　1,282人
　提供会員　491人
　依頼提供会員　74人
　活動回数　6,521回
H24　依頼会員　1,404人
　提供会員　535人
　依頼提供会員　79人
　活動回数　7,688回
H25　依頼会員　1,467人
　提供会員　566人
　依頼提供会員　84人
　活動回数　6,606回
H26　依頼会員　1,712人
　提供会員　650人
　依頼提供会員　81人
　活動回数　7,442回
H27　依頼会員　1,867人
　提供会員　681人
　依頼提供会員　85人
　活動回数　8,342回
※H26からはファミサポ・緊サポの
合計。

基本事業、病児緊急対応強
化型事業ともに、平成27年度
において平成31年度目標事
業量である活動回数(人日)
は達成している。
なお、当事業は会員登録後、
会員同士の合意が必要であ
るため、会員登録はあるもの
の活動のない人の整理が課
題となっている。今後委託業
務内で会員宛意向調査等を
実施する予定である。

こども育成
課

9

トワイライトステイ
事業

平成31年度
190人日
1個所

Ａ

ショートステイ事業と共に業務委託
にて実施。
保護者が仕事等の理由により、平
日の夜間に家庭において養育する
ことが困難な児童を実施施設にお
いて保護し、食事の提供等を行っ
た。 ａ

保護者が仕事等の理由により、平
日の夜間に家庭において養育する
ことが困難な児童を児童養護施設
において保護し、食事の提供等を
行うことで、利用世帯の福祉の向上
が図れた。

H２３　利用世帯　３世帯４人
　　　　利用者数　述べ５５人
　　※Ｈ２３年度は８月から実施
Ｈ２４　利用世帯　８世帯１４人
　　　　利用者数　延べ２０２人
Ｈ２５　利用世帯　９世帯１５人
　　　　利用者数　延べ１７９人
Ｈ２６　利用世帯　７世帯１１人
　　　　利用者数　延べ２１８人
Ｈ２７　利用世帯　８世帯１０人
　　　　利用者数　延べ２９１人

広報、ホームページなどを活
用することで、保護者の帰宅
が遅くなるなどの理由で当該
事業のサービスを必要とする
世帯への周知を図っていく。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

10

ショートステイ事
業

平成31年度
150人日
1個所

Ｃ

トワイライトステイ事業と共に業務委
託にて実施。
保護者が疾病等の理由により、家
庭において養育が困難な児童を実
施施設において、一時的に養育・保
護を行った。

ｃ

保護者の病気や入院、災害、事故
などにより、児童の養育が困難に
なった場合など、児童養護施設で
ショートステイ事業を実施し、利用
世帯の福祉の向上が図れた。

Ｈ２３ 未実施
Ｈ２４ 未実施
Ｈ２５ 利用世帯10世帯11人
　　　　利用者数のべ63人
Ｈ２６ 利用世帯9世帯12人
　　　　利用者数のべ43人
Ｈ２７ 利用世帯7世帯9人
　　　　利用者数のべ29人

広報、ホームページなどを活
用することで、保護者の帰宅
が難しい等の理由で当該事
業のサービスを必要とする世
帯への周知を図っていく。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

11

多様な主体が本
制度に参入するこ
とを促進するため
の事業

― Ｄ

事業なし

ｄ

調査、研究を継続して実施してい
く。

H27　事業なし 助成制度を設け推進を図る。 保育課
こども政策
課
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（３）基本目標３　心身の健やかな成長に資する教育環境づくりの推進
【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

３－（１）　学校教育の充実 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

継続 H27 ａ 50,347 48,284

継続 H28 - 50,773 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 101,120 48,284

継続

拡充 H27 ａ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充

新規 H27 ａ 22,777 22,655

新規 H28 - 23,973 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 46,750 22,655

新規

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画
達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

1

オールマイティー
チャー配置事業

― Ａ

積極的な生徒指導を推進し、子ども
たちの心の教育・学力向上・いじめ
の未然防止・少人数学級編成等、
各学校におけるさまざまな課題を解
決するため、市費による教員（オー
ルマイティーチャー）配置事業を実
施した。校長の創意を生かした企画
書に基づき、各学校の課題に応じ
て、市内の小学校3校に3人（うち1
人は理科）、中学校10校に11人（国
語1人、社会1人、理科5人、保健体
育2人、美術1人）の市費による教員
を配置した。

ａ

各学校の課題に応じた活用により、
きめ細かな指導ができた。配置校で
は教員が1人増員されたことにより、
生徒指導主任や教育相談主任に機
動力が生まれ、生徒指導体制の充
実が図れた。これにより、いじめの
発生件数の減少や未然防止、また
授業規律が図られたことによる学力
向上等の成果を得た。

臨時講師配置校数
２３年度・・・９校
２４年度・・・７校
２５年度・・・１０校
２６年度・・・１３校
２７年度・・・１３校

今後は、配置した学校での
効果を検証しながら、必要と
する学校に対し、各課題に応
じて教員を配置し、生徒指導
体制の充実や学力向上に向
け、子どもたち一人ひとりに
応じたきめ細かな教育活動
を推進する。

学校管理課

2

少人数指導の充
実

― Ａ

全市立小・中学校に、県費による指
導方法工夫・改善に伴う加配教員
が配置され、少人数指導やティー
ム・ティーチングによる、個に応じた
よりきめ細かな指導を行った。 ａ

全市立小・中学校に、県費による指
導方法工夫・改善に伴う加配教員
が配置され、少人数指導やティー
ム・ティーチングによる、個に応じた
きめ細かな指導を積極的に実施し、
確かな学力育成を図った。

県費による指導方法工夫・改善加
配教員配置100％

全市立小・中学校に、県費に
よる指導方法工夫・改善に伴
う加配教員が配置され、少人
数指導やティーム・ティーチ
ングによる、個に応じた指導
をとおして、基礎学力の定着
を図る。

教育指導課

3

いきいき登校サ
ポートプラン

いきいき登校
サポートセミ

ナー
3回／年

Ａ

教育センター分室（リベーラ）におい
て、保護者を対象に不登校やその
傾向にある児童生徒の保護者の悩
みを聞き、子供への関わり方の支
援をする。さらに、保護者からの相
談に応じながら、子供の学校復帰
に向けた手立てを共に考える。
このほか、
・リベーラへの臨床心理士、スクー
ルソーシャルワーカーの配置
・適応指導教室設置
・スチューデント・サポーター派遣事
業
・川越市さわやか相談員配置事業
・川越市いじめ不登校問題対策検
討委員会の開催を実施した。

ａ

リベーラにおいて11月、12月、1月
の３回開催で、延べ22名の保護者
の参加があった。また、セミナーを
きっかけに6ケースが個別面談につ
ながった。

参加者数
第1回 11名
第2回　 4名
第3回　 7名

今後も、市の総合的な不登
校対策事業として各事業を
推進していく。

教育セン
ター
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継続 H27 ａ 29,573 28,860

継続 H28 - 30,674 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 60,247 28,860

継続

拡充 H27 ａ 2,224 2,151

拡充 H28 - 2,224 -

拡充 H29 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 4,448 2,151

拡充

　 　

【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

３－（２）　家庭や地域による教育力の向上 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ａ 1,374 1,193

拡充 H28 - 1,911 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 3,285 1,193

拡充

計画事業実績

5

川越市教職員研
修事業

118講座／年 Ａ

川越市立学校（小・中・高・特別支
援学校）の教職員を対象とした研修
会を実施した。研修回数や内容の
工夫・改善、見直しを図り、コースに
よる選択制を拡大することで参加意
欲を向上させるとともに参加しやす
い体制を整えた。

ａ

今日的な教育課題に対応するた
め、研修体系の見直しを行い、研修
内容の整理と細分化を図った。その
結果、様々なニーズに対応できる講
座が増え、感想録からも高い評価を
得ることができた。一人あたりの研
修参加数は５．７回。奨励研修の満
足度の平均は５段階評価の４．７で
ある。

H23 106講座のべ7,243名参加
H24 110講座のべ7,312名参加
H25 112講座のべ7,177名参加
H26 111講座のべ6,161名参加
H27 116講座のべ7,996名参加

ライフステージに応じた研修
を重視し（経験者研修等）、
教職経験年数に応じた指導
力の向上を図る。
奨励研修の見直しを図り、幅
広い実践的指導力の向上を
目指す。

教育セン
ター

№ 事　　業　　名 目標 目標事業量
平成２７年度末

達成状況
平成２７年度の事業実績

【目標事業量に対する実績値】
計画

達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

4

教育相談・就学相
談事業

発達障害
セミナー
2回／年
就学相談
セミナー
2回／年

Ａ

相談者のニーズに応じて関係諸機
関と連携し、臨床心理士のスー
パーバイズを得ながら、より適切な
相談活動を行うことができた。また、
発達や就学に関する相談に応じ
た。発達障害セミナーを3回開催し
44名参加、就学相談セミナーを3回
開催し36名の参加者があった。

ａ

リベーラで扱う相談件数、就学相談
件数は、年々増加の傾向にある。そ
の理由としては、相談施設としてリ
ベーラが周知されてきたこと、リ
ベーラでの相談活動が、学校や家
庭において成果を上げていること等
が挙げられる。また、特別支援教育
についての関心が高まり、子供の
実態やそれに合った支援の方法に
ついて客観的な見方や情報を求め
る傾向が見られる。

H23
・相談件数のべ2,991件
・川越市就学支援委員会
　（委員25名）
H24
・相談件数のべ3,224件
・川越市就学支援委員会
　（委員25名）
H25
・相談件数のべ3,359件
・川越市就学支援委員会
　（委員24名）
H26
・相談件数のべ3,605件
・川越市就学支援委員会
　（委員15名）
H27
・相談件数のべ4,016件
・川越市就学支援委員会
　（委員15名）

今後も、特別支援教育の充
実を図るとともに、児童生徒
一人ひとりについて、よりよ
い学びの場に関する相談を
推進していく。

教育セン
ター

1

家庭教育講座 全館実施 Ａ

家庭の教育力を高めるため、乳幼
児の心と体をはぐくむ親のための講
座を開催した。
１７公民館、２７講座
参加者延人数　２，２２９人

ａ

講座数について目標を上回ること
ができた。
講座を開設したことによって、単に
学習するというだけでなく、参加者
の交流により子育ての悩みや不安
の解消にも役に立った。

H23　１７公民館、２８講座
参加者延人数　3,816人
H24　１７公民館、２９講座
参加者延人数　3,881人
H25　１７公民館、２８講座
参加者延人数　3,848人
Ｈ26　１７公民館、２７講座
参加者延人数　3,354人
Ｈ27　１７公民館、２７講座
参加者延人数　2,229人

家庭の教育力を高めるた
め、乳幼児の心と体をはぐく
む親のための講座を開催す
る。

中央公民館
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拡充 H27 ａ 909 738

拡充 H28 - 909 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 1,818 738

拡充

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続
継続 H27 ａ 825 1,173

継続 H28 - 825 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 1,650 1,173

継続

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

※特色ある学校づくり支援事業の一部

2

中学生社会体験
事業

実施率
１００％ Ａ

各中学校において中学生社会体験
事業実行委員会を組織し、中学生
が地域の中で活動することにより、
多くの人々とのふれあいを通して、
社会性や自立心を育むことができ
た。

ａ

各中学校において中学生社会体験
事業実行委員会での協議を実施し
た。中学生が地域の中での活動
や、多くの人々とのふれあいを通し
て、勤労観や社会性・自立心を養う
と共に、生徒一人一人が自分の生
き方を見つけ、たくましく豊かに生き
る力を育むことができた。

H23
・参加生徒数２，９４１名
・協力事業所のべ８２８事業所
Ｈ24
・参加生徒数２，７７７名
・協力事業所のべ７９８事業所
H25
・参加生徒数２，６６７名
・協力事業所のべ７９５事業所
Ｈ26
・参加生徒数２，７３７名
・協力事業所のべ８２２事業所
H27
・参加生徒数２，８５０名
・協力事業所のべ８６５事業所

今年度も各事業所の協力の
もと、生徒の主体的、意欲的
な活動につなげていきたい。
これからの自分の進路選択
に向け、生徒一人一人が行
うべき点に気づける取り組み
にする。

教育指導課

3

社会体験学習
及び交流活動

保育園受入
数

15校／年
Ａ

中学生社会体験事業及び交流事業
公立保育園受け入れ実績
２８校　２８回　受け入れ生徒数　８
１９名
保育園訪問事業
１１校　１１回　６１７名

ａ

・保育園での仕事を体験することや
幼い子どもと交流する事で子どもと
の関わり方を学び穏やかな感情を
抱き、自信を持ち自己肯定感が高
まる。
・地域の学校と交流し入学への期
待が高まる。

社会体験事業等受け入れ
H23　２３校
H24　１５校
H25　　３校
H26　　６校
Ｈ27　３９校

社会体験学習及び交流活動
をすることで、保育園での子
どもたちの様子や保育園で
の職業体験を通し、豊かな心
身の育成を図る。

保育課

4

地域人材活用事
業

各校
5回／年 Ａ

特色ある学校づくりを推進していく
ため、指導体制を整え、地域人材を
活用し、多様な教育活動や体験活
動が展開できた。
実施予定数･･･２７５回（５５校×５
回）
実施数･･･３９１回
実施率･･･１４２．２％

ａ

・当初予算上の活動上限回数であ
る２７５回の約１．４倍の３９１回の
活動が保障できた。
・地域の人材を活用することにより
地域との連携を深め、地域に開か
れた学校づくりを推進することがで
きる。
特色ある学校づくり支援事業全体
の金額
予算：8,685千円
決算：8,511千円

実施率
23年度・・・231％
24年度・・・93.2％
25年度・・・100％
26年度・・・145.8％
27年度・・・142.2％

道徳、学級活動、総合的な学
習の時間、中学校部活動等
において多様な学習機会を
提供するため、地域の人材
を積極的に活用し、特色ある
学校づくりを推進していく。

学校管理課

5

生きがい活動支
援通所事業

各クラス年1
回ずつの交

流会
Ａ

霞ケ関東小学校の空き教室を利用
したデイサービスセンターを在校生
が訪れ、利用者の高齢者と交流を
図った。利用者は小学生の劇や発
表（歌・手品・体操など）を喜び、小
学生も昔遊び・かるた・トランプを利
用者と一緒に楽しんだ。交流の中
で、高齢者の戦争等の体験談に小
学生が耳を傾ける様子も見られた。

ａ

小学校の空き教室という立地を生
かし、生徒との交流を有効に実施で
きたと考える。高齢者にとっては良
い刺激となり、また小学生にとって
も高齢者と接する良い機会となっ
た。

H23・交流会　各クラス１回
・利用者による卒業式後の卒業生
見送りも例年実施しているが、雨の
ため急遽中止となった。
H24・交流会　各クラス１回
・例年通り
H25・交流会　各クラス1回
・福祉体験　4年生2回
H26・交流会　各クラス１回・福祉体
験　4年生2回
H27・交流会　各クラス１回・福祉体
験　4年生2回

引き続き、利用者に小学生と
の交流を楽しんでもらうととも
に、高齢者とふれあう機会が
少なくなっている子どもたち
に交流の場を提供していく。

高齢者いき
がい課
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（４）基本目標４　要支援児童へのきめ細やかな取組の推進
【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

４－（１）　児童虐待防止対策の充実 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ａ 2,909 1,392

拡充 H28 - 2,950 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 5,859 1,392

拡充

拡充 H27 ａ 9,621 8,700

拡充 H28 - 9,598 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 19,219 8,700

拡充

拡充 H27 ａ 509 407

拡充 H28 - 559 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 1,068 407

拡充

継続 H27 ａ 290 257

継続 H28 - 290 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 580 257

継続

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画
達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

1

養育支援訪問事
業

平成31年度
訪問事業

11人
ヘルパー等
派遣事業

12人

Ａ

「こんにちは赤ちゃん事業」や関係
機関等からの情報収集等により把
握した養育支援が必要であると認
めた家庭に対し、育児・家事の援助
又は育児支援に関する技術的援助
を専門の相談員等が訪問により実
施した。

ａ

「こんにちは赤ちゃん事業」や関係
機関等からの情報収集等により把
握した養育支援が必要であると認
めた家庭に対し、育児・家事の援助
又は育児支援に関する技術的援助
を専門の相談員等が訪問により実
施することにより、養育に不安のあ
る家庭の不安軽減、育児技術の向
上を図ることができた。

Ｈ２３　ケース報告会議１２回
　　　　訪問ケース数　 １２件
　　　　延べ訪問件数　 １７件
Ｈ２４　ケース報告会議１２回
　　　　訪問ケース数　   ８件
　　　　延べ訪問件数　 １４件
Ｈ２５　ケース報告会議 ８回
　　　　訪問ケース数　 １１件
　　　　延べ訪問件数　１２件
H２６　ケース報告会議１２回
　　　　訪問ケース数　 １０件
　　　　延べ訪問件数　１４件
H２７　ケース報告会議１２回
　　　　訪問ケース数  １５件
        ヘルパー派遣
　　　　　　　実施世帯　１３件

引き続き、出生後早期の相
談支援を行うとともに、ニー
ズの把握に努め、効率的な
運営を図る。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

2

家庭児童相談 ― Ａ

子どもの発達に関すること、学校生
活（幼稚園、保育園等も含む）、家
族関係などの相談に応じた。
相談件数　６，６２９件 ａ

子どもの発達に関すること、学校生
活（幼稚園、保育園等も含む）、家
族関係などの相談に応じることによ
り、相談者の不安軽減等を図ること
ができた。

Ｈ２３　相談件数４，１５０件
Ｈ２４　相談件数４，３２０件
Ｈ２５　相談件数６，０９４件
Ｈ２６　相談件数７，１６１件
Ｈ２７　相談件数６，６２９件

引き続き、子どもの発達に関
すること、学校生活、家族関
係などの相談に応じていく。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

3

要保護児童対策
地域協議会

代表者会議
1回／年

実務者会議
6回／年

個別ケース
会議

17回／年

Ａ

要保護児童等の早期発見や適切な
支援を図るため、当協議会におい
て関係機関が情報や考え方を共有
し、適切な連携ができるよう協議し
た。
代表者会議　　　　 １回
実務者会議　　　　 ５回
個別ケース会議　２６回

ａ

要保護児童等の早期発見や適切な
支援を図るため、当協議会におい
て関係機関が情報や考え方を共有
し、適切な連携ができるよう協議し
た結果、早期発見や適切な支援を
行うことができた。

Ｈ２３　代表者会議　　　  ２回
　　　　 実務者会議　 　　９回
　　　　個別ケース会議 １７回
Ｈ２４　代表者会議　 　 　１回
　　　　実務者会議　 　　 ６回
　　　　個別ケース会議 ２３回
Ｈ２５　代表者会議　　　　１回
　　　　実務者会議　 　 　７回
　　　　個別ケース会議 ６２回
Ｈ２６　代表者会議　　  　１回
　　　　実務者会議　　　　６回
　　　　個別ケース会議 ５０回
Ｈ２７　代表者会議　　　  １回
　　　　実務者会議　　　  ５回
        個別ケース会議 ２６回

引き続き、前年度と同数程度
の会議を開催するとともに、
医療・司法関係機関の参加
により緊密な情報交換を実
施し、効率的かつ効果的な
会議を目指す。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

4

ふれあい親子支
援事業

― Ａ

コアラの会（育児不安が強く、支援
が必要な保護者のグループミーティ
ング）を開催し、育児不安の解消に
努めた。 ａ

コアラの会を開催し、グループミー
ティングを実施することで育児不安
の解消が図れた。

コアラの会
H23：　12回　延５５組
H24：  11回　延５４組
H25：  12回　延４１組
H26：  12回　延２９組
H27：　11回　延３４組

コアラの会を開催し、育児不
安の解消に努める。

健康づくり支
援課
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拡充 H27 ａ 240 120

拡充 H28 - 240 -

拡充 H29 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 480 120

拡充
新規 H27 ａ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規
継続 H27 ａ 1,220 1,042

継続 H28 - 1,210 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 2,430 1,042

継続
新規 H27 ａ 50 14

新規 H28 - 60 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 110 14

新規

　 　

【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

４－（２）　ひとり親家庭等の自立支援の推進 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ａ 6,856 6,844

拡充 H28 - 6,866 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 13,722 6,844

拡充

拡充 H27 ａ 92 8

拡充 H28 - 92 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 184 8

拡充

計画事業実績

※4-(2)-No.7を含む

5

保健師による訪問
指導

― Ａ

児童虐待予防のため、訪問による
支援が必要な母子に対し、保健婦
等による訪問指導を実施した。ま
た、要支援者への関わりの学びを
深めるため、講師を招いての事例
検討会を実施した。

ａ

支援が必要な家庭を訪問すること
で、家庭の状況に応じた支援を実
施することができた。

延訪問件数
H23：延５８６件
Ｈ24：延５９０件
Ｈ25：延５４７件
Ｈ26：延６４０件
H27：延８６９件

児童虐待予防のため、訪問
による支援が必要な母子に
対し、保健婦等による訪問指
導を実施する。また、事例検
討会を実施し要支援者への
関わりの学び支援に生かし
ていく。

健康づくり支
援課

№ 事　　業　　名 目標 目標事業量
平成２７年度末

達成状況
平成２７年度の事業実績

【目標事業量に対する実績値】
計画

達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

6

周産期からの虐
待予防強化事業

― Ａ

高度専門医療機関と連携し、周産
期の段階から支援が必要とされる
家庭を積極的に把握し、訪問等を
行い支援し、早期に育児不安の解
消を図った。 ａ

医療機関と連携を図ることで、支援
が必要な方を早期に把握でき、必
要な支援を行うことで育児不安の解
消が図れた。

情報提供件数
H23：　７２件
H24：１１７件
H25：　５４件
H26：　６０件
H27：　８８件

高度専門医療機関と連携し、
周産期の段階から支援が必
要とされる家庭を積極的に把
握し、訪問等を行い支援し、
早期に育児不安の解消を図
る。

健康づくり支
援課

7

児童虐待防止の
啓発活動

― Ａ

平成２７年９月１２日（土）に、子育て
講演会を実施した。
１１月の「児童虐待防止推進月間」
にポスター・パネル等の掲示、クリ
アファイルの配布をし、啓発を促し
た。

ａ

子育て講演会、児童虐待防止推進
月間のポスター・パネル等の掲示、
クリアファイルの配布を通して、児
童虐待防止の意識の普及、啓発を
図ることができた。

H23　11月14日参加者243名
　　　　1月28日参加者425名
H24   1月19日参加者163名
H25  11月2日参加者288名
H26  12月6日参加者197名
H27   9月12日参加者88名

引き続き、子育て講演会を実施
し、児童虐待防止の啓発を市民
に対し、子育ての大切さを訴え、
児童福祉の増進を図る。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

8

CSP研修事業
ひだまり教室
～どならないで
　　すむ子育て～

3回／年
（1回は7日）
ダイジェスト

版
2日／年

Ａ

どならない子育て練習法講座を実
施した。
年４回
ダイジェスト版　１日 ａ

講座を実施し、「被虐待児の保護者
支援」のプログラムを通して、暴力
や暴言を使わずに子どもを育てる
技術を保護者に伝えることができ
た。

H27　　4～9月参加者
　　　　　　　　　　　延べ　93人
　　　　10月～2月参加者
　　　　　　　　　　　延べ　76人

引き続き講座を実施し、暴力
や暴言を使わずに子どもを
育てる技術を伝え、虐待の予
防や回復を目指す。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

1 ひとり親家庭相談

― Ａ

母子父子自立支援員がひとり親家
庭の親などの様々な悩みや社会生
活全般についての相談に応じた。
母子家庭相談　７，３３４件
父子家庭相談　　　１７８件

ａ

母子父子自立支援員を３名配置し、
ひとり親家庭の様々な相談に応じる
とともに、関係課との連携も図ること
で、相談業務を円滑に実施すること
ができた。

Ｈ２３母子家庭相談　7,067件
　　　父子家庭相談　　 121件
Ｈ２４母子家庭相談　8,220件
　　　父子家庭相談　　119件
Ｈ２５母子家庭相談　7,086件
　　　父子家庭相談　　108件
Ｈ２６母子家庭相談　7,028件
　　　父子家庭相談　　158件
Ｈ２７母子家庭相談　7,334件
　　　父子家庭相談　　178件

引き続き、ひとり親家庭の
様々な相談に応じる体制を
整え、当該家庭の自立と福
祉の推進を図る。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

2 ひとり親家庭等日
常生活支援事業

― Ａ

ひとり親家庭の母や父が、出産、け
がなどに伴い、一時的に生活困難
になった家庭に対して、支援員を派
遣した。
派遣世帯　1世帯　（延べ5時間） ａ

一時的に生活困難になった家庭に
対して、支援員を派遣することで当
該家庭の自立と福祉の増進を図る
ことができた。

Ｈ２３　派遣世帯７世帯
　（延べ73時間）
Ｈ２４　派遣世帯４世帯
　（延べ38時間）
Ｈ２５　派遣世帯　０世帯
Ｈ２６　派遣世帯　０世帯
Ｈ２７　派遣世帯１世帯
　（延べ5時間）

引き続き、支援が必要なひと
り親家庭に支援員を派遣し、
当該家庭の自立と福祉の増
進を図るとともに、ニーズの
把握と制度の周知を図る。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課
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継続 H27 ａ 96,800 94,684

継続 H28 - 97,400 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 194,200 94,684

継続

新規 H27 ｂ 3,129 3,043

新規 H28 - 1,371 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 4,500 3,043

新規

新規 H27 ｂ 144 67

新規 H28 - 6,462 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 6,606 67

新規

新規 H27 ａ 17,154 12,796

新規 H28 - 22,273 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 39,427 12,796

新規

新規 H27 ｃ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規 ※4-(2)-No.1に含める

3 母子父子寡婦福
祉資金貸付事業

― Ａ

ひとり親家庭の父母及び寡婦の経
済的自立を図り、併せてその児童
の福祉の推進を図るため、必要な
資金を貸し付けた。
母子　174件  　91,716,000円
寡婦　 　1件　　　  648,000円
父子　 　4件　　　1,955,000円
また、貸し付けた資金の償還も行っ
た。

ａ

ひとり親家庭などを対象に修学に必
要な資金などを適切に貸し付けるこ
とで、経済的自立を支援できた。平
成２６年１０月に母子及び父子並び
に寡婦福祉法の施行により、「母子
父子寡婦福祉資金」として新たに父
子家庭が対象となった。

H23 母子165件83,251,000円
      寡婦   2件  1,368,000円
H24 母子170件85,064,000円
      寡婦   2件  1,188,000円
H25 母子174件88,018,000円
      寡婦   3件  1,204,000円
H26 母子164件82,434,000円
      寡婦   3件  1,848,000円
      父子   2件    898,000円
H27 母子174件91,716,000円
      寡婦   1件    648,000円
      父子   4件  1,955,000円

引き続き、ひとり親家庭の父
母及び寡婦の自立とその児
童の福祉を増進するため、
必要な資金を貸し付けるとと
もに、資金の償還も行ってい
く。なお、母子及び父子並び
に寡婦福祉法の施行により、
平成２６年度１０月から父子
家庭の父と児童を対象に追
加。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

4 母子家庭等就業・
自立支援センター
事業

延べ利用者
数

300人／年
Ｂ

託児付きの就労支援セミナーやパ
ソコン講座を開催することにより、就
労面から母子家庭等の自立を支援
した。また、併せて就労に関する相
談を受け付けた。
セミナー　　　　 4人
パソコン講座　18人
就労相談　　 213人
またひとり親家庭を対象にニーズ調
査を実施した。（5年に1度）
対象者　　　2,642人
回収率　　　　39.6%

ｂ

就業支援専門員による就労相談の
実施や、参加費及び託児無料の就
労支援セミナー及びパソコン講座を
実施することで、ひとり親家庭等の
自立を支援することができた。
また、ニーズ調査により既存の事業
ならびに新規事業についてのニー
ズを把握することができた。

　　　セミナー　パソコン講座　就労
相談
Ｈ２３　 　８人    　 ２３人　　 ３１９人
Ｈ２４　 １５人       ２２人　　 ２８７人
Ｈ２５　　 ４人　　　１６人      ２３６人
Ｈ２６　　 ３人　　　２０人      ２９３人
Ｈ２７　　 ４人　　　１８人      ２１３人

引き続き、託児付き講座等の
開催、就労相談の実施によ
り、就労面から母子家庭等の
自立を支援していく。
またニーズ調査の結果より
支援の充実や見直しを図っ
ていく。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

5 ひとり親家庭生活
向上事業

延べ利用者
数

80人／年
Ｂ

母子家庭の母などの情報交換の場
であるシングルマザー交流会を開
催した。
全4回　　延べ56人（母子）

ｂ

ひとり親家庭の母などを対象に、情
報交換や悩み相談の場を定期的に
提供することで、自立に向け前向き
な姿勢で取り組むことを支援するこ
とができた。

H２３　３回　　延べ３３人
H２４　４回　　延べ４７人
H２５　３回　　延べ４７人
H２６　４回　　延べ４４人
H２７　４回　　延べ５６人

引き続き、母子家庭の母など
を対象に情報交換及び悩み
相談の場を定期的に提供し、
当該家庭の福祉の増進を
図っていく。
またひとり親家庭等学習支
援事業を新規事業として実
施していく。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

6 自立支援給付金
事業

― Ａ

主体的に資格取得等を目指すひと
り親家庭の母及び父を対象に給付
金を支給した。
高等職業訓練促進給付金14件（延
べ141月）
修了支援給付金4件
自立支援教育訓練給付金0件

ａ

ひとり親家庭の母及び父を対象に、
高等職業訓練促進給付金等を適切
に支給した。国の事業改正により、
支給件数は減少しているものの、受
給者の経済的な自立を支援するこ
とができた。
（26年度より名称が変更となる）

H２３　高等技能：29件（延べ317月）
　　　　入学支援修了一時金：7件
　　　　教育訓練：4件
Ｈ２４　高等技能：28件（延べ311月）
　　　　入学支援修了一時金：10件
H２５　高等技能：22件（延べ260月）
　　　　入学支援修了一時金：8件
　　　　教育訓練：1件
H２６　高等職業：21件（延べ220月）
　　　　修了支援：7件
　　　　教育訓練：2件
H２7　高等職業：14件（延べ141月）
　　　　修了支援：4件
　　　　教育訓練：0件

要綱の改正により要件の緩
和や支給率が向上するな
ど、支援の充実が図られてい
く。
引き続き、主体的な資格取
得のために、給付金を支給
し、母子家庭及び父子家庭
の自立を支援していく。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

7 母子・父子自立支
援プログラム策定
等事業

プログラム策
定件数

40件／年
Ｃ

児童扶養手当受給者を対象に、自
立を促進するための自立支援プロ
グラムを策定し、きめ細やかで継続
的な就労支援を行った。
H27プログラム策定件数10件 ｃ

児童扶養手当受給者を対象に自立
支援プログラム策定事業を実施し、
自立促進のための就労支援を効果
的に実施することができた。

Ｈ23プログラム策定件数40件
Ｈ24プログラム策定件数15件
Ｈ25プログラム策定件数24件
Ｈ26プログラム策定件数20件
Ｈ27プログラム策定件数10件

引き続き、児童扶養手当受
給者の自立を支援するため
に自立支援プログラムを策
定し、継続的な就労支援を
行っていく。
また、児童扶養手当現況届
の際にハローワークなどと連
携して、集中した相談を実施
する。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課
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継続 H27 ａ 63,242 56,384

継続 H28 - 56,021 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 119,263 56,384

継続
継続 H27 ａ 1,116,000 1,077,016

継続 H28 - 1,113,016 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 2,229,016 1,077,016

継続

継続 H27 ａ 1,870 1,641

継続 H28 - 1,581 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 3,451 1,641

継続

　 　
【網 掛 け】　 中心的事業 　
【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

４－（３）　障害児施策の充実 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

継続 H27 ａ 5,073 5,610

継続 H28 - 5,745 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 10,818 5,610

継続
継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

計画事業実績

※生活サポート事業補助金の一部

№ 事　　業　　名 目標 目標事業量
平成２７年度末

達成状況
平成２７年度の事業実績

【目標事業量に対する実績値】
計画

達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

8 ひとり親家庭等医
療費

― Ａ

ひとり親家庭等の生活の安定と自
立を支援し、福祉の増進を図るため
にひとり親家庭等に医療費の一部
を支給した。
支給件数　       21,798件
支給額　　　 56,384,398円

ａ

ひとり親家庭等に医療費の一部を
支給することにより、ひとり親家庭
等の生活の安定と自立を支援し、
福祉の増進を図ることができた。

支給件数
H23　24,518件
H24　25,513件
H25　23,330件
H26　22,204件
H27　21,798件

ひとり親家庭等の生活の安
定と自立を支援し、福祉の増
進を図るためにひとり親家庭
等に医療費の一部を支給す
る。

こども政策
課

9 児童扶養手当

― Ａ

父又は母と生計を同じくしていない
児童が育成される家庭の生活の安
定と自立の促進を図るため、当該
児童を養育している者に児童扶養
手当を支給した。
総支給額　1,077,016,430円
受給資格者　2,867人（H27年度末
現在）

ａ

父又は母と生計を同じくしていない
児童を養育している者に児童扶養
手当を支給し、家庭生活の安定と
自立の促進に寄与することができ
た。

H23　総支給額 1,072,923,661円
　　　 受給資格者　2,823人
H24　総支給額 1,096,816,300円
　     受給資格者　2,869人
H25　総支給額 1,098,695,300円
　     受給資格者　2,900人
H26　総支給額 1,089,314,370円
　     受給資格者　2,861人
H27　総支給額 1,077,016,430円
　     受給資格者　2,867人
＊受給資格者数はいずれ
　も年度末のもの

引き続き、適切に児童扶養
手当の支給、管理を行ってい
く。

こども政策
課
※H28から
は、こども家
庭課

10 川越市遺児手当

― Ａ

遺児の健全な育成を図るため、当
該遺児の保護者に遺児手当を支給
した。
総支給額　1,640,500円
対象児童数　17人（H27年度末現
在） ａ

遺児の保護者に遺児手当を支給
し、遺児の健全な育成に寄与するこ
とができた。

H23：総支給額　2,269,500円
       対象児童数　20人
H24：総支給額　1,904,000円
       対象児童数　19人
H25：総支給額　1,453,500円
       対象児童数　14人
H26：総支給額　1,836,000円
　　　対象児童数　17人
H27：総支給額　1,640,500円
　　　対象児童数　17人

遺児の健全な育成を図るた
め、引き続き適正に遺児手
当を支給する。

こども政策
課

1

生活サポート事業

市民への
周知

各手帳
交付時

Ａ

対象者数　　161人
パンフレットを作成・配布し周知を
図った。
手帳交付時、相談時に説明を行っ
た。

ａ

サービスの利用にあたり補助を行っ
ており、経過は順調である。
生活サポート事業全体の金額
予算：64,125千円
決算：56,459千円

対象者数
平成23年度　105人
平成24年度　114人
平成25年度　116人
平成26年度　159人
平成27年度　161人

サービスの利用にあたり、そ
の利用料の自己負担額の軽
減を図るため所得に応じた補
助を継続して行う。

障害者福祉
課

2

特別児童扶養手
当

― Ａ

児童の福祉の増進を図るため、在
宅の障害児を育てている方に特別
児童扶養手当を支給した（支給要
件有）。
受給者数　４９５人
※全額国が支出

ａ

在宅の障害児を育てている方に特
別児童扶養手当を支給し、児童の
福祉の増進を図ることができた。

H２５　受給者数　４４９人
H２６　受給者数　４８９人
H２７　受給者数　４９５人
※各年度末時点

児童の福祉増進を図るた
め、引き続き在宅の障害児を
育てている方に特別児童扶
養手当を支給する。
※全額国が支出

こども政策
課
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継続 H27 ａ 27,997 29,746

継続 H28 - 31,276 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 59,273 29,746

継続

継続 H27 ａ 58,840 56,320

継続 H28 - 59,190 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 118,030 56,320

継続
継続 H27 ａ 67 56

継続 H28 - 67 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 134 56

継続
継続 H27 ａ 100 55

継続 H28 - 100 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 200 55

継続

新規 H27 ａ 88,317 81,613

新規 H28 - 134,459 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 222,776 81,613

新規
拡充 H27 ａ 21,498 21,496

拡充 H28 - 134,459 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 155,957 21,496

拡充

※特別障害者手当等事業の一部

3

障害児福祉手当 ― Ａ

重度の障害児に対して、経済的及
び精神的負担の軽減を図るため障
害児福祉手当を支給した。
14,140円×327人＝4,623,780円（延
べ人数）
14,480円×1,734人＝25,108,320円
（延べ人数）
14,600円×1人＝14,600円（延べ人
数）
　※年度途中で単価の変更あり ａ

前年度よりも支給人数は増加して
おり、経過は順調である。
特別障害者手当等事業全体の金
額
予算：105,795千円
決算：105,630千円

H23
14,380円×　287人＝　4,127,060円
14,330円×1,458人＝20,893,140円
H24
14,330円×　296人＝  4,241,680円
14,280円×1,495人＝21,348,600円
H25
14,280円×1,178人＝16,821,840円
14,180円×　588人＝  8,337,840円
H26
14,180円×  300人＝  4,254,000円
14,140円×1,591人＝22,496,740円
H27
14,140円×  327人＝  4,623,780円
14,480円×1,734人＝25,108,320円
14,600円×     1人＝     14,600円
※延べ人数

重度の障害児に対して、経
済的及び精神的負担の軽減
を図るため障害児福祉手当
を支給していく。

障害者福祉
課

4

障害者等相談支
援事業

市民への周
知

特別支援学
校での周知

活動
2回／年

Ａ

相談件数　4,917件
特別支援学校での年2回の説明会
時に継続して周知を行った。

ａ

相談件数は減少したが、相談の希
望に対しては適切に対応しており、
経過は順調である。また、医療との
連携を要する障害児等、より高度か
つ専門的な相談のニーズや実績も
増加している。

相談件数
H23　　4,256件
H24　　5,034件
H25　　5,442件
H26　　5,423件
H27　　4,917件

障害児（者）又はその家族か
らの相談に総合的・専門的に
応じ、日常生活の支援を行
う。

障害者福祉
課

5

グループ指導会
延べ受入人

数
620人／年

Ａ

家庭児童相談員が、発達に心配の
ある３歳児を対象に、将来の集団生
活に備えて、小グループにおいて親
子での遊びを中心とした発達支援
を行った。
３１回　延べ６０２人

ａ

発達に心配のある３歳児に対して
保護者や家庭児童相談員がかか
わることにより、将来の集団生活に
備える支援を行うことができた。

H２３　３１回　延べ３９１人
Ｈ２４　３２回　延べ５６１人
Ｈ２５　３２回　延べ６２０人
H２６　３０回　延べ６１３人
Ｈ２７　３１回　延べ６０２人

引き続き、家庭児童相談員
が、主に発達に心配のある３
歳児を対象に発達支援を
行っていく。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

6

障害のある子ども
に対する教職員
研修事業

発達障害の
理解と指導
法研修会
3回／年

難聴・言語障
害研修会
1回／年

特別支援教
育支援員研

修会
1回／年

Ａ

障害のある児童生徒への理解と指
導力の向上、校内支援体制の整備
に向け、研修を実施した。研修の充
実により、特別支援教育への理解と
指導力の向上が図られた。平成２５
年度からは、採用３年目の教員を
対象に発達障害についての理解を
深めるため、特別支援教育指導法
研修会として、発達障害の理解と指
導法研修会と合同開催した。発達
障害の理解と指導法研修会に70
名、難聴・言語障害研修会に45名
が参加した。

ａ

校内の特別支援教育を推進する特
別支援教育コーディネーター、就学
相談を担当する就学相談担当者、
児童生徒と直接関わる担任や特別
支援教育支援員の資質向上を図る
ため、学校でのニーズや課題等を
見極め、充実した研修会を設定す
ることができた。また、校内支援体
制をさらに充実させることにもつな
がっていった。

※H27のみ記載
特別支援教育コーディネーター養
成研修会3回159名参加
就学相談担当者研修会1回
53名参加
発達障害の理解と指導法
研修会3回70名参加
特別支援教育指導法研修会
1回57名参加
特別支援教育支援員研修会
2回163名
特別支援学級担任研修会1回54
名、通級指導教室担当者研修会各
3回27名
難聴・言語障害研修会
1回45名

学校現場のニーズに対応し
た研修内容を充実させ、教員
の指導力向上を図る

教育セン
ター

7

障害児通園施設
の運営

― Ａ

あけぼの・ひかり児童園において、
障害のある子供の特性に応じて日
常生活及び社会適応のための支援
を行った。
通園児童数　６２名

ａ

子供の特性に応じた支援を行うこと
ができた。

Ｈ２３　６６名
Ｈ２４　６４名
Ｈ２５　５４名
Ｈ２６　６４名
Ｈ２７　６２名

引き続き、子どもの特性に応
じた支援を行っていく。

保育課

8

ひかり児童園等施
設整備事業

― Ａ

策定した基本計画に基づき、施設
整備の基本設計等を行った。

ａ

一部工事の延期があったが、全体
スケジュールへの影響はなく、事業
の推進が図れた。

Ｈ２６　基本計画策定
Ｈ２７　基本設計

事業スケジュールに基づき、
実施設計、既存建物の解体
工事等を行っていく。

保育課

24



拡充 H27 ａ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充
継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続
継続 H27 ａ 1,920 1,920

継続 H28 - 1,920 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 3,840 1,920

継続
継続 H27 ａ 19,126 24,622

継続 H28 - 30,484 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 49,610 24,622

継続

継続 H27 ａ 10,244 9,637

継続 H28 - 10,124 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 20,368 9,637

継続
継続 H27 ａ 69,911 72,327

継続 H28 - 83,485 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 153,396 72,327

継続

※母子公費負担医療事業の一部

※母子公費負担医療事業の一部

※母子公費負担医療事業の一部

9

未熟児・長期療養
児訪問指導

― Ａ

訪問による指導が必要な未熟児・
長期療養児世帯に対し、保健師等
による訪問指導を実施した。

ａ

支援が必要な家庭を訪問すること
で、家庭の状況に応じた支援を実
施することができた。

未熟児等訪問指導
H23：　９８件
H24：　８５件
H25：　９１件
H26：１２１件
H27：　９２件

訪問による指導が必要な未
熟児・長期療養児世帯に対
し、保健師等による訪問指導
を実施する。

健康づくり支
援課

10

ダウン症等のある
子どもを持つ親の
会

11回／年 Ａ

いもっこの会（ダウン症のある子ど
もを持つ親の会）を開催し、親同士
の交流の場として情報交換を実施
した。 ａ

親の会を実施することで、親同士の
交流を図ることができ、また、同じ不
安をもつ保護者の育児不安の解消
が図れた。

いもっこの会
H23：１１回　延８８人
H24：１１回　延９６人
H25：１２回　延５１人
H26：１１回　延６０人
H27：１１回　延９３人

いもっこの会を開催し、親同
士の交流の場として情報交
換を実施する。

健康づくり支
援課

11

発育・発達相談 ― Ａ

成長や精神・運動発達に心配があ
る乳幼児を対象に医師による診察・
相談を行い、発育発達を支援した。
平成24年度から子どもの心の健康
相談と統合した。

ａ

専門医による相談事業を実施する
ことにより、児の発育発達状況に応
じた支援が図れた。

発育発達クリニック
H23：１１回　延  ７１人
H24：２３回　延１１７人
H25：２２回　延１０７人
H26：２３回　延１２４人
H27：２４回　延１２１人

成長や精神・運動発達に心
配がある乳幼児を対象に診
察・相談を行い、発育発達を
支援する。

健康づくり支
援課

12

未熟児養育医療
給付

― Ａ

養育のため指定養育医療機関に入
院加療が必要な未熟児等に対し
て、その養育に必要な医療給付を
行った。 ａ

必要な給付を行うことで、保護者の
経済的負担の軽減を図ることがで
きた。
母子公費負担医療事業全体 の金
額
予算：195,933千円
決算：174,765千円

受給者
H２３：１２４人
H２４：１１６人
H２５：　９５人
Ｈ２６：１４３人
Ｈ２７：１１８人

養育のため指定養育医療機
関に入院加療が必要な未熟
児等に対して、その養育に必
要な医療給付を行う。

健康管理課
※H27は、健
康づくり支援
課

13

自立支援医療
（育成医療）給付

― Ａ

身体に障害のある児童に対して、
健全育成・福祉の向上を図るため
必要な医療の給付を行った。

ａ

必要な給付を行うことで、保護者の
経済的負担の軽減を図ることがで
きた。
母子公費負担医療事業全体 の金
額
予算：195,933千円
決算：174,765千円

受給者
H２３：１３４人
H２４：１１３人
H２５：１０１人
Ｈ２６：１０１人
Ｈ２７：　９３人

身体に障害のある児童に対
して、健全育成・福祉の向上
を図るため必要な医療の給
付を行う。

健康管理課
※H27は、健
康づくり支援
課

14

小児慢性特定疾
病医療給付

― Ａ

小児慢性特定疾患のうち、国が指
定した特定疾患について病気の治
療研究を推進し、家族の経済的負
担を軽減するため、必要な医療の
給付を行った。

ａ

必要な給付を行うことで、保護者の
経済的負担の軽減を図ることがで
きた。
母子公費負担医療事業全体 の金
額
予算：195,933千円
決算：174,765千円

受給者
H２３：２５３人
H２４：２６７人
H２５：２６２人
H２６：２６４人
Ｈ２７：２８７人

小児慢性特定疾患のうち、国
が指定した特定疾患につい
て病気の治療研究を推進し、
家族の経済的負担を軽減す
るため、必要な医療の給付を
行う。

健康管理課
※H27は、健
康づくり支援
課
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（５）基本目標５　安心して子どもを生み、育てることができる環境づくり
【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

５－（１）　仕事と家庭の両立の推進 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

新規 H27 ａ 43 43

新規 H28 - 43 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 86 43

新規
新規 H27 ａ 2,173 2,009

新規 H28 - 2,280 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 4,453 2,009

新規

継続 H27 ｂ 95 2

継続 H28 - 95 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 190 2

継続

新規 H27 ａ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規
継続 H27 ａ 3,120 3,120

継続 H28 - 3,120 -

継続 H29 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 6,240 3,120

継続

計画事業実績

※雇用支援課・男女共同参画課・こども
政策課合算額

※5-(1)-No.6の一部を含む

№ 事　　業　　名 目標 目標事業量
平成２７年度末

達成状況
平成２７年度の事業実績

【目標事業量に対する実績値】
計画

達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

5

女性の就労支援
事業

6講座／年 Ａ

女性の就労支援や資格取得を目標
とした講座を実施する。
・宅建基礎講座22回のべ179名
・日商簿記３級講座20回のべ40名
・医療事務講座20回のべ204名
・介護事務講座16回のべ199名
・色彩検定３級講座6回のべ69名
・FP技能士３級講座8回のべ148名
・就労スキルアップ講座8回のべ52
名

ａ

順調に実施できた。 H23 受講者数のべ1,903名
H24 受講者数のべ1,535名
H25 受講者数のべ1,769名
H26 受講者数のべ1,440名
H27 受講者数のべ  891名

就労支援のため、資格取得
講座や各種研修会等の充実
に努める。

男女共同参
画課

1

結婚支援事業 2回／年 Ａ

結婚を希望する４０歳までの独身男
女の出会いの場「かささぎの橋」を７
月と１２月の計２回開催した。

ａ

順調に実施できた。 出会いの場「かささぎの橋」実施
H23～H27：各2回
各回男女20名づつ参加

引き続き、結婚を希望する男
女の出会いの場として、イベ
ントを年２回開催する。

広聴課

2

結婚相談 ― Ａ

結婚を希望する男女に対し、配偶
者を紹介することを目的とし、相談
件数は、年間５，３５４件(成立１４
組)。 ａ

順調に実施できた。 相談件数
Ｈ23：4,747件(成立12組)
Ｈ24：5,114件(成立14組)
Ｈ25：4,951件(成立16組)
Ｈ26：4,851件(成立  6組)
H27：5,354件（成立14組）

引き続き、結婚を希望する男
女に配偶者を紹介し、結婚に
至るまでの相談を実施する。

広聴課

3

ワークライフバラ
ンスの推進・啓発

セミナー
1回／年 Ａ

・株式会社埼玉りそな銀行との共催
により、事業主や人事労務担当者
等のほか、興味のある方を対象に、
多様な働き方のできる雇用や職場
環境づくりについてのセミナーを実
施した。担当課：雇用支援課

「仕事と家庭の両立を推進するため
のセミナー」
開催日　平成28年2月19日
参加者　事業主・人事労務担当者
等 19人（ 男7名 女12名）

ｂ

ワークライフバランスに関するリー
フレットと併せて事業主向けセミ
ナーの案内を市内の事業所に幅広
く配布したが、参加者数が少ない状
況が続いた。

H23：セミナー1回　参加者数24名
H24：セミナー1回　参加者数32名
H25：セミナー1回　参加者数26名
H26：セミナー1回  参加者数26名
H27：セミナー1回  参加者数19名

協力して子育てができる環境
づくりや女性の活躍推進のた
め、セミナーやＨＰ等を通じて
ワーク・ライフ・バランスを推
進・啓発していく。
セミナーについては、事業主
や企業の人事労務担当者に
限らず、興味を持つ一般の
方も参加できるようにして、
職場環境づくりや取得できる
休暇等について幅広く周知し
ていく。

雇用支援課
男女共同参
画課
こども政策
課

4

両立支援に係る
好事例の情報提
供

― Ａ

ホームページにて、埼玉県多様な
働き方実践企業の情報を提供

ａ

ホームページにて、埼玉県多様な
働き方実践企業の情報を提供

H27：掲載企業
　　　　プラチナ6社
　　　　ゴールド39社
　　　　シルバー72社

引き続きホームページにて埼
玉県多様な働き方実践企業
の情報を提供する

雇用支援課
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継続 H27 ａ 600 600

継続 H28 - 600 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 1,200 600

継続

　 　

【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

５－（２）　地域における子育て支援サービスの充実 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ｂ 122,359 115,117

拡充 H28 - 134,756 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 257,115 115,117

拡充

継続 H27 ａ 2,295 2,201

継続 H28 - 2,352 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 4,647 2,201

継続

※5-(1)-No.5に一部含める

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画
達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

6

家庭における男性
の参画促進

情報誌
2回／年

講座
10回／年

Ａ

市民との協働委託事業として、情報
紙（イーブン）を年2回各5,000部発
行した。また家庭生活において男女
が協力し、安心して子育てや介護
ができる環境づくりための各種講座
を実施した。１６講座実施。
また、国・県と協力して各種セミナー
の案内や育児休業等のリーフレット
を配布した。

ａ

順調に情報誌の発行及び講座の実
施ができた。

H23 第34号、第35号各5,000部発行
　　　 受講者数のべ761名
H24 第36号、第37号各5,000部発行
　　　 受講者数のべ718名
H25 第38号、第39号各5,000部発行
　　　 受講者数のべ703名
H26 第40号、第41号各5,000部発行
　　　 受講者数のべ464名
H27 第42号、第43号各5,000部発行
　　　 受講者数のべ1,025名

引き続き、情報紙の発行を通
じ、男女共同参画社会の形
成を目指した社会的気運の
醸成に努める。また、男女が
共に子育てや介護など家庭
生活における責任を果たす
男女共同参画の促進のため
に、男女共同参画に関する
各種講座の充実に努める。

男女共同参
画課

1

地域子育て支援
拠点事業

平成31年度
25箇所 Ａ

子育て支援拠点を新たに３箇所設
置した。また、法人を含めた子育て
支援拠点施設の周知を図るため、
各施設のイベント他情報をホーム
ページに掲載したり、子育て支援施
設一覧のチラシのリニューアル等を
行った。更に、川越市子育て支援セ
ンターを中心に実務者を集めた連
絡会議を開催し、施設間の情報交
換・共有を行った。
【設置箇所数　計21箇所】

ｂ

子育て支援拠点の設置は、市内２１
箇所となり、保護者の子育ての不安
感を緩和すること、子どもの健やか
な育ちを支援することに役立ってい
る。
設置箇所数は順調に推移している
と考える。

H23 子育て支援センター（公立1箇
所、法人2箇所）
つどいの広場（公立1箇所、法人9箇
所）
計13箇所で実施。
H24 子育て支援センター（公立1箇
所、法人2箇所）
つどいの広場（公立1箇所、法人10
箇所）
計14箇所で実施。
H25 子育て支援センター（公立１箇
所、法人2箇所）
つどいの広場（公立1箇所、法人10
箇所）
計14箇所で実施。
H26 子育て支援センター（公立１箇
所、法人2箇所）
つどいの広場（公立2箇所、法人13
箇所）
計18箇所で実施。
H27　子育て支援センター（公立1箇
所＊法人2箇所はつどいの広場に
移行）
つどいの広場（公立3箇所、法人17
箇所）
計21箇所で実施。

川越市子育て支援センター
（ウェスタ川越内）を当事業の
統括的な役割に位置付け、
業務委託先の法人子育て支
援拠点施設に対し、市として
の当事業の実施内容の方向
性をより具体的に示していく
こと、及び利用率の上がらな
い拠点に対する適切な改善
策を見つけていくこと等に努
めていく。また、多様な子育
て家庭のニーズに応じた支
援を充実させ、地域における
子育て支援の強化を図って
いく。

こども育成
課

2

子育てサロン事業 ― Ａ

乳幼児をもつ親が交流できる場を
設け、コミュニケーションを促進し、
子育ての孤立化を防ぐため、子育
てサロンの全市的展開をすすめた。
開催公民館：１７公民館
サロン開催数：２３サロン
サロン延開催数：２９１回
参加者延人数：９，２５４人 ａ

サロンを開設したことによって、親
同士の交流を深め、子育てに関す
る相談に応じたり、子育ての孤立化
を防止することができた。

開催公民館
H23　17館    H24　17館　　H25　17
館　　H26　17館　　H27　17館
サロン開催数
H23　21サロン　H24　21サロン
H25　21サロン　H26　21サロン
H27　23サロン
サロン延開催数
H23　312回　　H24　312回　H25
312回　　H26　308回　H27　291回
参加者延人数
H23　13,600人　H24　12,408人　H25
12,758人　H26　12,698人　H27
9,254人

乳幼児をもつ親が交流できる
場を設け、コミュニケーション
を促進し、子育ての孤立化を
防ぐため、子育てサロンの全
市的展開をすすめる。

中央公民館
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新規 H27 ａ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

継続 H27 ａ 138 153

継続 H28 - 139 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 277 153

継続

拡充 H27 ｂ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充

3

赤ちゃんの駅事業 130箇所 Ａ

市内の公共施設３８箇所を「赤ちゃ
んの駅」として指定。
埼玉県との共催事業として民間施
設においても「赤ちゃんの駅」を実
施し、川越市内で合計１３７箇所の
施設を登録。
 「移動式赤ちゃんの駅」を導入
貸出実績：３件

ａ

市内の公共施設３８箇所を「赤ちゃ
んの駅」として指定して、授乳及び
おむつ替等のスペースを提供した。
また、埼玉県との共催事業として民
間施設においても「赤ちゃんの駅」
を実施し、川越市内で合計１３７箇
所の施設を登録。
登録施設には「赤ちゃんの駅」ス
テッカー等を標示している。

H23　市公共施設40箇所
       川越市内122箇所
H24　市公共施設41箇所
       川越市内126箇所
H25　市公共施設41箇所
       川越市内127箇所
H26  市公共施設41箇所
       川越市内132箇所
H27  市公共施設38箇所
       川越市内137箇所

引続き、埼玉県と協力して
「赤ちゃんの駅」事業を広く周
知し、指定施設を増やして乳
幼児連れの保護者が安心し
て外出できる環境の整備を
図る。

こども育成
課

4

パパ・ママ応援
ショップ事業

900箇所 Ａ

中学生までの子どもまたは妊娠中
の方がいる家庭を応援するため、
店舗等で割引などのサービスが受
けられる応援ショップ事業を埼玉県
と共同して実施した。市内協賛店
舗・施設数911箇所。
広報やＨＰ等で事業の周知を図り、
優待カードを母子手帳交付時、未
就学児のいる世帯の県外からの転
入手続き時に配布した。
また、事業の延長に伴い新優待
カードを市立小・中学校等を通じ配
布した。

ａ

広報やＨＰ等で事業の周知を図り、
優待カードを母子手帳交付時、未
就学児のいる世帯の県外からの転
入手続き時に配布し、こども育成
課、市民課、市民センター他４施設
においても優待カードの再交付に対
応している。
市内協賛店舗・施設数　911箇所と
増えており認知度が上がっている。

市内協賛店舗・施設数
H23  596箇所
H24  751箇所
H25  835箇所
H26  884箇所
H27  911箇所

対象となる世帯には優待
カードを漏れなく配布し、市
内の店舗・施設には協賛店と
して協力していただけるよう
に事業の周知を図る。

こども育成
課

5

子育てサポーター
養成講座

― Ａ

地域の子育てを支援する、子育て
サポーターを養成する講座を開催し
た。
２館、２講座、開催数９回
参加者延人数：１２２人

ａ

講座を開設したことによって子育て
世代の参加者には自らの子育ての
参考にしてもらうとともに、新たな子
育てサロン等のスタッフを養成し、
今後のサロン活動の充実につなげ
ることができた。

H23　２館、２講座
　　開催数１１回
　　参加者延人数：１６９人
H24　３館、３講座
　　開催数１８回
　　参加者延人数：１８６人
H25　３館、３講座
　　開催数１４回
　　参加者延人数：１８３人
H26　５館、４講座
　　開催数１７回
　　参加者延人数：１６８人
H27　２館、２講座
　　開催数９回
　　参加者延人数：１２２人

地域の子育てを支援する、
子育てサポーターを養成する
講座を開催する。

中央公民館

6

育児サークル支
援

サークル交
流会

1回／年
サークルへ

の支援
４５回／年

Ｂ

サークル交流会を開催し、サークル
間の交流を促進した。
【サークル交流会　1回】
公民館等で活動する子育てサーク
ルからの依頼により、出張支援を実
施した。
【サークル支援　31回　611人】

ｂ

サークル間の活動内容等の情報交
換の場を提供し、交流の促進を図
ることで、サークルが活性化し、子
育てをする保護者達が悩みや喜び
を共有することのできる貴重な場と
なる。毎年サークル交流会を開催
することができており、順調に推移
していると考える。
出張支援を実施することで、育児に
関する知識の普及の他、活動の取
組のヒントを提供することにより、
サークル活動の継続と活性化につ
ながった。

Ｈ23 サークル交流会　1回  8サーク
ル
出張支援　55回　1,156人
Ｈ24 サークル交流会　1回 10サー
クル
出張支援　33回　679人
Ｈ25 サークル交流会  1回 7サーク
ル
出張支援　59回　1,205人
Ｈ26 サークル交流会  1回 7サーク
ル
出張支援　41回　958人
H27 サークル交流会　1回 10サーク
ル
出張支援　31回　611人

子育てサークル交流会の開
催を通して子育てサークルの
活動が充実し継続していける
よう引き続き支援を行ってい
く。また、育児サークルへの
出張支援等を通じて、サーク
ルの活性化を図る。

こども育成
課
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【網 掛 け】　 中心的事業 　
【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

５－（３）　子どもの健全育成の取組 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

継続 H27 ａ 5,629,253 5,581,055

継続 H28 - 5,614,985 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 11,244,238 5,581,055

継続

継続 H27 ｂ 9,500 9,457

継続 H28 - 10,000 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 19,500 9,457

継続
拡充 H27 ａ 63,936 61,535

拡充 H28 - 59,992 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 123,928 61,535

拡充

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画
達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

1

児童手当 ― Ａ

家庭等における生活の安定に寄与
するとともに、次世代の社会を担う
児童の健やかな成長に資するた
め、児童手当を支給した。
総支給額　5,581,055,000円
延児童数　　　　　513,878人

ａ

児童手当を支給し、家庭等における
生活の安定に寄与するとともに、次
世代の社会を担う児童の健やかな
成長に資することができた。

H23:総支給額　6,436,314,000円
      延児童数　518,254人
H24:総支給額　4,718,355,,000円
　　　延児童数　429,821人
H25:総支給額  5,684,400,000円
　　　延児童数　521,118人
H26:総支給額  5,648,835,000円
　　　延児童数　519,186人
H27:総支給額  5,581,055,000円
　　　延児童数　513,878人
※H23は子ども手当、H24以降は児
童手当のみ

家庭等における生活の安定
に寄与するとともに、次世代
の社会を担う児童の健やか
な成長に資するため、引き続
き適正に児童手当を支給す
る。

こども政策
課

2

児童遊園の整備 ― Ｂ

市内１４８箇所の児童遊園につい
て、平成２６年度に実施した安全点
検等に基づき、遊具の修繕を行っ
た。
　・遊具の修繕等　　延べ３５箇所

ｂ

全体として３５箇所の修繕を行った
が、安全点検により劣化が著しく、
特に危険と判断した遊具の交換修
繕等については、予算の関係等も
あり、１８箇所中１３箇所と、実施率
が７２％にとどまった。

遊具の修繕等
H23　延べ８３箇所
H24　延べ９８箇所
H25　延べ４１箇所
H26　延べ４７箇所
H27　延べ３５箇所

今後も点検で指摘の受けた
遊具については、予算の範
囲内で計画的に修繕を実施
し、遊具の安全性確保を進
めていく。

こども育成
課

3

児童館機能の整
備

（児童センターこど
もの城）
（川越駅東口児童
館）
（高階児童館）

― Ａ

◎児童センターこどもの城
○開館日数　３０８日
○利用者数　６７，７９４人
  【内訳】・個人利用　 ４２，８１６人
・団体利用　 ４６０人
・集団指導　２０，６３９人
・天文部門　３，８７９人
【実施事業及び参加者数】
・乳幼児と保護者対象　240回
8,892人
・学童対象　186回　1,987人
・児童対象　414回　9,760人
・プラネタリウム　3,646人　・天体観
測室　233人
◎川越駅東口児童館
○開館日数　３０８日
○利用者数　４３，４９１人
  【内訳】・個人利用　 ３５，６６８人
・団体利用　２２人
・集団指導　７，８０１人
【実施事業及び参加者数】
・乳幼児と保護者対象　167回
6,895人
・学童対象　77回　689人
・児童対象　13回　217人
◎高階児童館
○開館日数　３０８日
○利用者数　５６，４５３人
  【内訳】・個人利用　 ４４，５７５人
・団体利用　 ０人
・集団指導　１１，８７８人
【実施事業及び参加者数】
・乳幼児と保護者対象　158回
8,243人
・学童対象　26回　338人
・児童対象　123回　3,297人

ａ

利用者ニーズの多様化を踏まえつ
つ、市民ボランティア等事業協力
者、関係各課・機関・団体等と連携
して、青少年健全育成及び子育て
支援に係る各種サービスを、３館合
わせ延べ１６７，７３８人に提供し
た。

児童センターこどもの城
○開館日数
　　　　１，４１１日
○利用者数
　　３１５，７３５人
（過去５年間計）
川越駅東口児童館
○開館日数
　　　　１，５４０日
○利用者数
　　２５２，１５１人
（過去５年間計）
高階児童館
○開館日数
　　　　１，５４１日
○利用者数
　　２６１，０２９人
（過去５年間計）

青少年健全育成及び子育て
支援に係る各種サービスの
提供に努める。

こども育成
課
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拡充 H27 ａ 244,300 218,418

拡充 H28 - 88,170 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 332,470 218,418

拡充
継続 H27 ａ 720 720

継続 H28 - 450 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 1,170 720

継続
継続 H27 ａ 2,906 2,906

継続 H28 - 2,906 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 5,812 2,906

継続

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

4

都市公園の整備
改修数

20箇所／年 Ａ

市民サービス向上のため、公園の
施設改修や新規整備を実施。
実施公園数２１公園
その他
・砂場の浄化　１１５公園
・遊具等の保守点検　１７８公園

ａ

市民へ安全に公園を提供するた
め、遊具等の保守点検や砂場浄化
などの維持管理に努めた。

H27：のべ２１公園の整備及び改修・
補修を実施

良好な避難場所の提供や、
改修・補修による利用者の安
全確保を行い、市民生活の
向上を図る。

公園整備課

5

人権保育 ― Ａ

川越市人権保育推進委員会に対す
る助成を行うとともに、保育所にお
いて人権保育を推進している。

ａ

川越市人権保育推進委員会主催
の人権講演会の実施、人権関係の
絵本の購入などを通し、人権保育を
推進することができた。

公立保育園２０園で実施。 人権保育の推進を図ってい
く。

保育課

6

青少年を育てる市
民会議

― Ａ

青少年健全育成活動が、市民総ぐ
るみで推進されるよう、関係機関・
団体と協働して各種事業を実施す
る。
・地区会議活動費補助　２２地区
・青少年健全育成市民大会参加者
５００　名

ａ

・全２２地区への地区会議活動費補
助により、青少年健全育成活動が
各地区で活発に実施された。
・青少年健全育成市民大会を開催
し、多くの市民が参加した。感謝状
贈呈・青少年育成活動顕彰・青少
年地域活動顕彰・少年の主張作文
優秀作品の表彰・講演・少年の主
張作文発表・第1４回少年の翼体験
発表・大会宣言・青少年健全育成
事例発表等、盛況に行われた。

H23
・地区会議活動費助成　２２地区
・モデル地区補助事業　　６地区
・青少年健全育成市民大会参加者
３９１名
H24
・地区会議活動費助成　２２地区
・モデル地区補助事業　　７地区
・青少年健全育成市民大会参加者
５００名
H25
・地区会議活動費補助　２０地区
・青少年健全育成市民大会参加者
５００名
H26
・地区会議活動費補助　２２地区
・青少年健全育成市民大会参加者
５００名
H27
・地区会議活動費補助　２２地区
・青少年健全育成市民大会参加者
５００名

引き続き、市民会議会員であ
る機関・団体の連携の下、市
民総ぐるみの青少年健全育
成の推進を図っていく。

こども育成
課

7

こども１１０番の家 ― Ａ

こども１１０番の家看板の市内統一
を図るため、平成25年度及び26年
度の２箇年計画で看板の作製・交
換を行った。平成２７年度は、運営
主体である地域・PTAに対し１１０番
の家登録状況に関する照会をか
け、登録情報の把握を行った上で、
地域・学校・PTＡにおけるこども110
番の家協力者名簿の共有化を図
り、子どもたちが安全に生活する環
境の整備に努めた。

ａ

こども１１０番の家看板を市内全域
で統一することができ、子どもたち
が安全に生活する環境整備を推進
できた。

H23～24
川越市青少年を育てる地区会議子
ども１１０番の家事業運営活動費助
成金
H25
川越市青少年を育てる市民会議事
業補助金 146,404円
こども１１０番の家看板作製費用
640,500円
H26
川越市青少年を育てる市民会議事
業補助金 155,900円
こども１１０番の家看板作製費用
702,000円
H27
H25及びH26で看板作製は完了して
いるため、0円

こども１１０番の家協力者名
簿の更新など継続的な事業
の仕組みづくりを整備する。

こども育成
課

30



拡充 H27 ａ 3,923 3,790

拡充 H28 - 3,810 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 7,733 3,790

拡充

継続 H27 a 90 67

継続 H28 - 120 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 210 67

継続

8

地域子どもサポー
ト推進事業（学校
応援団推進事業
（学校支援地域本
部事業）、放課後
子供教室事業を
含む）

事業に携わ
る人数

年20,000人 Ａ

子どもサポート事業への参加者数
４１，７６５人
各地区の事業合計数　１，８８１
サポート委員の合計数
　　　　　　　　６６０人
学校応援団活動の合計数
　　　　　　　　１，７２５回
市内１４地区に分かれ、各地区での
事業が活発に行われた。

ａ

市内14地区全体での活動が10年目
を迎え、各地区の活動が安定して
行われている。参加者も年々増え、
活動内容の充実が図られている。

○子どもサポート事業への参加者
数
H23　22,196人（前年比144.0％）
H24　33,696人（前年比151.8％）
H25　32,848人（前年比97.4％）
H26　32,935人(前年比100.2%)
H27 41,765人（前年比126.8%）
○各地区の事業合計数
H23  269（前年比132.5％）
H24　352（前年比130.9％）
H25　709（前年比201.4％）
H26　734(前年比103.5%)
H27　1,881（256.2%）
○サポート委員の合計数
H23　572人（前年比100.5％）
H24　607人（前年比106.1％）
H25　615人（前年比101.3％）
H26　637人（前年比103.5％）
H27　660人（前年比103.6％）
○学校応援団活動の合計数
H23　144（前年比104.3％）
H24　225（前年比156.3％）
H25　569（前年比252.8％）
H26　592（前年比104.0％）
H27　1,725（前年比291.3％）

それぞれの地域の特色を生
かした事業が活発に展開さ
れている。一部のスタッフに
負担が偏らないよう、情報交
換・合同事業・人材発掘等を
行っていく。

地域教育支
援課

9

民生委員・児童委
員研修会

3回／年 Ａ

民生委員・児童委員研修
・民生委員児童委員課題別研修
122人
・現任主任児童委員研修　16人
・民生委員・児童委員協議会会長・
副会長研修　44人
・新任民生委員・児童委員及び主任
児童委員研修　11人
民生委員・児童委員研修を実施し、
子どもに関する様々な問題に対応
できるよう努めた。

ａ

民生委員・児童委員研修を実施し、
子どもに関する様々な問題に対応
するための知識・スキル等の向上を
図ることができた。

・中堅民生委員・児童委員研修
H23：67人　H24：75人
・民生委員児童委員課題別研修
(H25～)
H25：95人　H26：117人　H27：122人
・現任主任児童委員研修
H23：20人　H24：19人　H25：17人
H26：17人　H27：16人
・新任主任児童委員研修
H23：3人　H24：1人
・新任民生委員・児童委員及び主任
児童委員研修
H23：13人　H24：7人　H25：206人
H26：20人　H27：11人
・民生委員・児童委員新任副会長
研修
H25：16人
・民生委員・児童委員協議会会長
研修
H25：20人
・民生委員・児童委員協議会会長・
副会長研修
H26：44人　H27：44人

民生委員・児童委員研修
・民生委員・児童委員課題別
研修
・現任主任児童委員研修
・民生委員・児童委員協議会
会長・副会長研修
・新任民生委員・児童委員及
び主任児童委員研修
民生委員・児童委員研修を
実施し、子どもに関する様々
な問題に対応できるよう努め
る。

福祉推進課
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【網 掛 け】　 中心的事業 　
【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

５－（４）　安全・安心なまちづくり （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ａ 3,703 2,951

拡充 H28 - 3,680 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 7,383 2,951

拡充

継続 H27 ａ 11,405 11,443

継続 H28 - 11,320 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 22,725 11,443

継続
継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

継続 H27 ａ 15,000 13,171

継続 H28 - 15,000 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 30,000 13,171

継続
継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画
達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

1

交通安全教育
180回／年
21,000人 Ａ

幼児・児童・母親及び高齢者に対す
る交通安全思想の普及を図るため
実施した。
178回　16,805人

ａ

毎年度、市内各小学校を中心に交
通安全教育を実施し、交通安全思
想を普及することができた。

H23年度安全教育181回
　参加者18,687人
H24年度安全教育160回
　参加者15,926人
H25年度安全教育160回
　参加者15,661人
H26年度安全教育178回
　参加者17,050人
H27年度安全教育178回
　参加者16,805人

幼児・児童・母親及び高齢者
に対する交通安全思想の普
及を図るため実施する。

防犯・交通
安全課

2

児童の登校時の
交通の安全確保

― Ａ

児童・生徒の登校時における交通
安全の確保・正しい交通ルールとマ
ナーの指導を図るために実施した。
朝の立哨回数　9,536回 ａ

市内各小学校の登校日における、
立哨指導を実施し、児童・生徒の登
校時における交通安全の確保を
図った。

H23年度朝の立哨回数　9,241回
H24年度朝の立哨回数　9,265回
H25年度朝の立哨回数　9,364回
H26年度朝の立哨回数　9,343回
H27年度朝の立哨回数　9,536回

児童・生徒の登校時における
交通安全の確保・正しい交通
ルールとマナーの指導を図
るために実施する。

防犯・交通
安全課

3

安全・安心な通学
路の確保

―

Ａ

児童・生徒の通学路については、学
校や地域の実情に応じ、交通事故
及び不審者等からの児童生徒の安
全確保のために、日常点検及び定
期点検を実施した。
通学路の点検結果をもとに、登下
校時の安全に係る相談や通学路の
整備に係る要望がある場合には、
他課と連携して、通学路の整備を通
して児童・生徒安全の確保に努め
た。

ａ

毎年度、通学路点検を全校で実施
している。また、一斉合同点検で対
策必要箇所となった場所について、
各学校に働きかけを行い、約96％
は対策済みとなった。

H23 通学路点検全校実施
H24 通学路点検全校実施
H25 通学路点検全校実施
39/54箇所（対策済み／対策必要
箇所）
H26  通学路点検全校実施
43／54箇所（対策済み／対策必要
箇所）
Ｈ27　通学路点検前項実施
52／54箇所（対策済み／対策必要
箇所）

通学時の事故防止に向け学
校及び関係各所と連携しな
がら通学路の整備を進める。
一斉合同点検で対策必要箇
所として挙がり、対策が済ん
でいない残りの2箇所につい
て、平成28年度末までに対
策率100％にする。

教育指導課

Ａ

路面標示等による通学路の事故防
止対策を３４箇所実施した。

ａ

毎年度、各小中学校から提出され
る通学路安全点検票に基づき、路
面標示等による通学路安全対策を
実施した。また、地元自治会等から
の要望に対しても安全対策を実施
した。

H23 路面標示　４８箇所
　　  道路照明灯　５基
H24 路面標示１２０箇所
H25 路面標示　５４箇所
H26 路面標示　３０箇所
H27 路面標示　３４箇所

引き続き緊急度の高いもの
から順次実施する。

防犯・交通
安全課

4

防犯推進体制の
整備

自主防犯活
動を行ってい
る団体数（自
治会・PTＡ

等）
310団体／年

Ａ

行政においては庁内関係部署によ
る連絡会議・連携に努め、地域や警
察関係との連携方策に取り組ん
だ。地域においては自治会を中心と
した活動や地域防犯推進委員等の
活動の充実が図れるよう支援する
とともに、「地域の安全は地域で守
る」という認識に立ち、地域の推進
体制整備に努めた。人員確保の問
題等からほぼ毎年度同数の団体数
となっているのが現状である。
・自主防犯活動を行っている団体数
302団体

ａ

人員確保の問題から、毎年ほぼ同
数の団体数で推移している。

自主防犯活動を行っている団体数
H23：２５０団体
H24：３０１団体
H25：３０３団体
H26：３０２団体
H27：３０２団体
(H23は自治会のみ計上）

行政においては庁内関係部
署による連絡会議・連携に努
め、地域や警察関係との連
携方策に取り組む。また、地
域、事業所及び関係団体等
と協働で、「地域の安全は地
域で守る」という認識に立ち、
自治会を中心とした地域にお
ける防犯推進体制の整備に
努める。

防犯・交通
安全課

32



継続 H27 ｃ 2,229 1,685

継続 H28 - 1,685 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 3,914 1,685

継続

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

　 　
【網 掛 け】　 中心的事業 　
【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

５－（５）　子育て情報提供の充実 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

新規 H27 ｄ - -

新規 H28 - 6,833 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 6,833 0

新規

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画
達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

5

犯罪情報・防犯情
報の提供

メール配信
サービスの登

録件数
11,000件

Ｃ

随時、犯罪情報等を配信し、行政・
警察・事業所・地域住民が情報の
共有化を図ることで、連携の強化と
地域における自主防犯活動の促進
に努めた。
・防犯対策情報・犯罪情報・不審者
情報をＥメールで配信
平成27年1月のシステム変更に伴
い平成26年度末は大きく減少した
が、各種周知により5,567件に増加
した。

ｃ

防犯情報の共有化が図れ、地域防
犯活動の促進に貢献できた。平成
27年1月のシステム変更に伴い、登
録件数が大きく減少したが、各種周
知により登録件数を増加することが
できた。

登録状況
H23：8,941件
H24：8,243件
H25：8,074件
H26：3,682件
H27：5,567件

随時、犯罪情報等を配信し、
行政・警察・事業所・地域住
民が情報の共有化を図るこ
とで、連携の強化と地域にお
ける自主防犯活動の促進に
引き続き努める。
小江戸川越防犯のまちづくり
情報メール配信サービスの
充実に引き続き務める。

防犯・交通
安全課

6

公営住宅における
優先入居

― Ａ

登録方式による入居募集に際し、
母子世帯、多子世帯を対象に優遇
して登録を行った。

【母子世帯の登録数】　9世帯
【多子世帯の登録数】　2世帯

ａ

住宅困窮度判定基準に基づき、母
子世帯、多子世帯を優先して登録
できた。

Ｈ23（入居は24年度）
【母子世帯の登録数】22世帯
【多子世帯の登録数】1世帯
Ｈ24（入居は25年度）
【母子世帯の登録数】23世帯
【多子世帯の登録数】1世帯
Ｈ25（入居は26年度）
【母子世帯の登録数】22世帯
【多子世帯の登録数】0世帯
Ｈ26（入居は27年度）
【母子世帯の登録数】4世帯
【多子世帯の登録数】0世帯
Ｈ27（入居は28年度）
【母子世帯の登録数】9世帯
【多子世帯の登録数】2世帯

住宅困窮度判定基準に基づ
き、原則として、登録方式で
の優遇を中心に行っていく。

建築住宅課

1

利用者支援事業
平成31年度

1箇所 Ｄ

Ｈ２７は事業実績なし。

ｄ

Ｈ２８から子育て支援センター（基本
型）、保育課（特定型）、健康づくり
支援課（母子保健型）においてそれ
ぞれ１箇所開設予定。

H27　0箇所 新規事業のため、事業内容
や利用方法などについて
様々な媒体を活用して周知
を図っていく。子育て家庭の
身近な場所で、子育ての悩
み、不安な事、子育ての制
度・助成に関すること、どこに
聞いたら良いかわからない
事など、様々な相談に応じる
ことで子育ての不安感や孤
立感の解消を図る。個別の
ニーズに合わせて子育て支
援の施設やサービス等の情
報を提供し、円滑に利用でき
るようサポートすることで、川
越市の子育て支援の資源が
子育て家庭に浸透するよう努
める。Ｈ２８から子育て支援
センター（基本型）、保育課
（特定型）、健康づくり支援課
（母子保健型）をそれぞれ１
箇所開設予定。

こども育成
課
（保育課）
（健康づくり
支援課）
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継続 H27 ａ 88 88

継続 H28 - 119 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 207 88

継続

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

2

子育て情報発信
活動

子育て情報
誌年間発行

部数
年15,000部

Ａ

各施策、各相談窓口など出産や子
育てに関する情報を幅広く掲載した
子育て情報誌「こえどちゃん」を発
行して、母子手帳交付時、未就学
児世帯の転入手続き時、そのほか
希望者に配布し、情報提供の推進
を図った。 ａ

子育て情報誌（こえどちゃん）につ
いては、母親たちの視点を取り入れ
て閲覧しやすい内容とするととも
に、目標事業量を上回る部数を発
行するなど、子育て情報を幅広く周
知することができた。

情報誌「こえどちゃん」
H23  H23配布用追加作成2,100冊
        H23配布 5,100冊
        H24配布用作成 6,500冊
H24  H24配布 6,500冊
        H25配布用作成 7,000冊
H25 H25配布 7,000冊
　　　 H26配布用作成 8,000冊
H26  H26配布 8,000冊
　　　 H27配布用作成19,500冊
H27 H27配布 19,500冊
　　　H28配布用作成19,500冊

情報誌については配布窓口
を増やし、より多くの方にご
覧いただけるようにするとと
もに電子ブック化してパソコ
ン、スマートフォンからも閲覧
しやすい環境を作る。

こども政策
課

3

子育て情報メール
配信事業

メール配信
サービスの登

録件数
1,000件

Ａ

子育て情報コーナーや、市のホー
ムページ及びモバイルサイトを整備
して、子育て情報を簡単に取得でき
るように努めるとともに、メール配信
サービスで登録者が必要とする情
報を積極的に配信した。登録件数
2,844件。配信数93件。 ａ

ホームページ、官民協働事業によ
る検索性の高い子育て応援サイト
（ママフレ）、モバイルサイト、メール
配信等、様々な周知方法を整備し、
より多くの人に必要な情報が行き届
くよう工夫した。

H23　メール配信登録件数　978件
　　　　メール配信数　114件
H24　メール配信登録件数1,031件
　　　　メール配信数　124件
H25　メール配信登録件数1,111件
　　　　メール配信数　98件
H26　メール配信登録件数1,889件
　　　　メール配信数　106件
H27  メール配信登録件数2,844件
　　　　メール配信数　93件

市のＨＰ、官民協働事業によ
る検索性の高い子育て応援
サイト（ママフレ）、モバイル
サイト、メール配信等を活用
し、子育て支援サービスのメ
ニューや手続方法の周知を
図っていく。

こども政策
課
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評価基準（保育比較値）：実績値>=必要量：A、実績値<必要量-1～-499：B、実績値<必要量-500～：C

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳
5,760 961 2,326 617 2,002 5,747 960 2,314 586 1,903

10 0 2 10 0 2
2,336 617 2,004 2,324 586 1,905

特定教育・保育施設 2,121 320 1,309 2,186 364 1,472
他市町の子ども 14 3 9 10 0 2
確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
他市町の子ども 0 0 0 0 0 0
特定地域型保育事業 0 37 133 0 63 201
他市町の子ども 0 0 3 0 0 0
他市町の施設利用 62 7 36 19 0 5
確保量実績計（B） 2,197 367 1,490 2,215 427 1,680

▲ 139 ▲ 250 ▲ 514 ▲ 109 ▲ 159 ▲ 225

全体比較
評価

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳
- - 801 270 869 - - 804 269 868

0 0 0 0 0 0
801 270 869 804 269 868

特定教育・保育施設 895 138 561 918 170 718
他市町の子ども 5 2 5 0 0 0
確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
他市町の子ども 0 0 0 0 0 0
特定地域型保育事業 0 22 71 0 27 106
他市町の子ども 0 0 2 0 0 0
他市町の施設利用 16 4 8 1 0 1
確保量実績計（B） 916 166 647 919 197 825

115 ▲ 104 ▲ 222 115 ▲ 72 ▲ 43
保育比較

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳
- - 496 115 370 - - 496 106 342

1 0 1 1 0 1
497 115 371 497 106 343

特定教育・保育施設 469 68 288 472 69 287
他市町の子ども 4 0 1 1 0 1
確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
他市町の子ども 0 0 0 0 0 0
特定地域型保育事業 0 12 46 0 24 54
他市町の子ども 0 0 1 0 0 0
他市町の施設利用 14 1 12 5 0 0
確保量実績計（B） 487 81 348 478 93 342

▲ 10 ▲ 34 ▲ 23 ▲ 19 ▲ 13 ▲ 1
保育比較

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳
- - 495 81 263 - - 490 74 238

3 0 0 3 0 0
498 81 263 493 74 238

特定教育・保育施設 267 43 164 341 36 136
他市町の子ども 4 0 2 3 0 0
確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
他市町の子ども 0 0 0 0 0 0
特定地域型保育事業 0 3 16 0 6 28
他市町の子ども 0 0 0 0 0 0
他市町の施設利用 13 0 6 5 0 0
確保量実績計（B） 284 46 188 349 42 164

▲ 214 ▲ 35 ▲ 75 ▲ 144 ▲ 32 ▲ 74
保育比較

学校教育 左記以外 0歳 1・2歳 学校教育 左記以外 0歳 1・2歳
- - 534 151 500 - - 524 137 455

6 0 1 6 0 1
540 151 501 530 137 456

特定教育・保育施設 490 71 296 455 89 331
他市町の子ども 1 1 1 6 0 1
確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0
他市町の子ども 0 0 0 0 0 0
特定地域型保育事業 0 0 0 0 6 13
他市町の子ども 0 0 0 0 0 0
他市町の施設利用 19 2 10 8 0 4
確保量実績計（B） 510 74 307 469 95 349

▲ 30 ▲ 77 ▲ 194 ▲ 61 ▲ 42 ▲ 107
保育比較

５．教育・保育の量の見込みと確保方策実績

平成27年度実績 平成28年度見込み
2号 3号 2号 3号

必要量
他市町の子ども 643 643
必要量計（A） 7,364 7,350

0 148
0 0

6,692 6,507
673 643

- -
- -

606 606
7,971 7,904

（B）-（A） 607 554
保育比較 ▲ 903 ▲ 493

▲ 296 61
C B

平成27年度実績 平成28年度見込み
2号 3号 2号 3号

必要量
他市町の子ども - -
必要量計（A） 0 0

- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
0 0

（B）-（A） 0 0
▲ 211 0

全体比較 ▲ 211 0

平成27年度実績 平成28年度見込み
2号 3号 2号 3号

必要量
他市町の子ども - -
必要量計（A） 0 0

- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
0 0

（B）-（A） 0 0
▲ 67 ▲ 33

全体比較 ▲ 67 ▲ 33

平成27年度実績 平成28年度見込み
2号 3号 2号 3号

必要量
他市町の子ども - -
必要量計（A） 0 0

- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
0 0

（B）-（A） 0 0
▲ 324 ▲ 250

全体比較 ▲ 324 ▲ 250

平成27年度実績 平成28年度見込み
2号 3号 2号 3号

必要量
他市町の子ども - -
必要量計（A） 0 0

- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
0 0

（B）-（A） 0 0
▲ 301 ▲ 210

全体比較 ▲ 301 ▲ 210

全体確保量（見込み）
1号 1号

【A地区】本庁・山田・芳野・
古谷
確保量（見込み）

1号 1号

【B地区】南古谷・高階
確保量（見込み） 1号 1号

【C地区】福原・大東
確保量（見込み） 1号 1号

【D地区】霞ヶ関・霞ヶ関北・
川鶴・名細
確保量（見込み）

1号 1号

方
策
別
実
績

方
策
別
実
績

方
策
別
実
績

方
策
別
実
績

方
策
別
実
績
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※事業により他の評価基準適用有

単位
見込量（A） 1 評価 見込量（A） 1 評価
確保実績（B） 0 確保実績見込（B） 1
B-A ▲ 1 B-A 0
達成率 0.0% 達成率 100.0%
見込量（A） 1,921 評価 見込量（A） 1,875 評価
確保実績（B） 1,921 確保実績見込（B） 1,875
B-A 0 B-A 0
達成率 100.0% 達成率 100.0%
見込量（A）※ 1,781 評価 見込量（A）※ 1,854 評価
確保実績（B） 1,988 確保実績見込（B） 2,242
B-A 207 B-A 388
達成率 111.6% 達成率 120.9%
見込量（A）※ 359 評価 見込量（A）※ 444 評価
確保実績（B） 500 確保実績見込（B） 562
B-A 141 B-A 118
達成率 139.3% 達成率 126.6%
見込量（A） 190 評価 見込量（A） 190 評価
確保実績（B） 291 確保実績見込（B） 240
B-A 101 B-A 50
達成率 153.2% 達成率 126.3%
見込量（A） 100 評価 見込量（A） 120 評価
確保実績（B） 29 確保実績見込（B） 30
B-A ▲ 71 B-A ▲ 90
達成率 29.0% 達成率 25.0%
見込量（A）※ 2,739 評価 見込量（A） 2,564 評価
確保実績（B） 2,477 確保実績見込（B） 2,564
B-A ▲ 262 B-A 0
達成率 90.4% 達成率 100.0%
見込量（A） 11 評価 見込量（A） 11 評価
確保実績（B） 15 確保実績見込（B） 12
B-A 4 B-A 1
達成率 136.4% 達成率 109.1%
見込量（A） 12 評価 見込量（A） 12 評価
確保実績（B） 13 確保実績見込（B） 12
達成率 108.3% 達成率 100.0%
見込量（A） 540 評価 見込量（A） 600 評価
確保実績（B） 431 確保実績見込（B） 430
B-A ▲ 109 B-A ▲ 170
達成率 79.8% 達成率 71.7%
見込量（A） 93,251 評価 見込量（A） 96,718 評価
確保実績（B） 90,000 確保実績見込（B） 97,220
B-A ▲ 3,251 B-A 502
達成率 96.5% 達成率 100.5%
見込量（A） 14,828 評価 見込量（A） 14,746 評価
確保実績（B） 4,026 確保実績見込（B） 4,654
B-A ▲ 10,802 B-A ▲ 10,092
達成率 27.2% 達成率 31.6%
見込量（A） 149,674 評価 見込量（A） 148,955 評価
確保実績（B） 145,034 確保実績見込（B） 139,268
B-A ▲ 4,640 B-A ▲ 9,687
達成率 96.9% 達成率 93.5%
見込量（A） 64,602 評価 見込量（A） 62,069 評価
確保実績（B） 45,330 確保実績見込（B） 50,830
B-A ▲ 19,272 B-A ▲ 11,239
達成率 70.2% 達成率 81.9%
見込量（A） 1,300 評価 見込量（A） 1,300 評価
確保実績（B） 1,526 確保実績見込（B） 1,300
B-A 226 B-A 0
達成率 117.4% 達成率 100.0%
見込量（A） 1,870 評価 見込量（A） 1,870 評価
確保実績（B） 2,622 確保実績見込（B） 2,800
B-A 752 B-A 930
達成率 140.2% 達成率 149.7%
見込量（A） 4,740 評価 見込量（A） 4,750 評価
確保実績（B） 5,394 確保実績見込（B） 5,800
B-A 654 B-A 1,050
達成率 113.8% 達成率 122.1%
見込量（A） 30,255 評価 見込量（A） 29,181 評価
確保実績（B） 33,628 確保実績見込（B） 29,181
B-A 3,373 B-A 0
達成率 111.1% 達成率 100.0%
見込量（A） - 評価 見込量（A） - 評価
確保実績（B） - 確保実績見込（B） -
B-A - B-A -
達成率 - 達成率 -
見込量（A） - 評価 見込量（A） - 評価
確保実績（B） - 確保実績見込（B） -
B-A - B-A -
達成率 - 達成率 -

６．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策実績
評価基準：達成率90％以上：A、達成率70%以上90％未満：B、達成率70%未満：C、未実施：D、終了：E

事業名 平成２７年度 平成２８年度

利用者支援事業 箇所
C A

時間外保育事業（延長保育事業） 人
A A

低学年 人
A A

高学年 人
A A

トワイライトステイ事業 人日
A A

ショートステイ事業 人日
C C

乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん事業、産婦・新生児訪
問指導）
※計画上の見込量とは異なり、実届出数

人
A A

養育支援訪問事業 人
A A

ヘルパー等派遣事業 人
A A

要保護児童等 人
B B

地域子育て支援拠点事業 人回
A A

１号認定等による定期
的な利用

人日
C C

２号認定等による一時
的な利用

人日
A A

保
育
所
等

一時預かり・一時的保
育事業

人日
B B

病児保育事業等 人日
A A

５歳児まで 人日
A A

就学後 人日
A A

妊婦健康診査 人回
A A

実費徴収に係る補足給付を行う事業 -
D -

多様な主体が本制度に参入することを促進
する事業

-
D -

放課後児童健全育
成事業（学童保育
事業）※計画上の
見込量とは異なり、
実利用者数

子育て短期支援事
業

養育支援訪問事業
その他要支援児童
の支援に資する事
業

一時預かり事
業

幼
稚
園
等

ファミリー・サポー
ト・センター事業
（子育て援助活動
支援事業）
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時間外保育事業（延長保育事業）の量の見込みと確保方策実績

＜量の見込みと確保方策＞　区域：4区域

平成27年度（人） 平成28年度（人）

量の見込み（A) 1,921 1,875

確保量実績（B) 1,921 1,875

（B)－（A） 0 0

A A

平成27年度（人） 平成28年度（人）

量の見込み（A) 772 766

確保量実績（B) 772 766

（B)－（A） 0 0

平成27年度（人） 平成28年度（人）

量の見込み（A) 382 372

確保量実績（B) 382 372

（B)－（A） 0 0

平成27年度（人） 平成28年度（人）

量の見込み（A) 337 323

確保量実績（B) 337 323

（B)－（A） 0 0

平成27年度（人） 平成28年度（人）

量の見込み（A) 430 414

確保量実績（B) 430 414

（B)－（A） 0 0

評価基準：達成率90％以上：A、達成率70%以上90％未満：B、達成率70%未満：C、未実施：D、終了：E

評価

　

全体

【A地区】
本庁・山田・
芳野・古谷

【B地区】
南古谷・高階

【C地区】
福原・大東

【D地区】
霞ヶ関・霞ヶ
関北・川鶴・

名細
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平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 1,802 1,819

量の見込み（4-6年生） 652 652

（A）合計 2,454 2,471

実利用者数（1-3年生）※1 1,781 1,854

実利用者数（4-6年生）※1 359 444

（A'）合計 2,140 2,298

確保量（1-3年生） 1,988 2,242

確保量（4-6年生） 500 562

（B）合計 2,488 2,804

348 506

32/32 32/32

A A

A A

A A

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 59 59 量の見込み（1-3年生） 68 69
量の見込み（4-6年生） 25 25 量の見込み（4-6年生） 17 17
（A）合計 84 84 （A）合計 85 86
実利用者数（1-3年生） 69 67 実利用者数（1-3年生） 73 58
実利用者数（4-6年生） 14 24 実利用者数（4-6年生） 4 6
（A'）合計 83 91 （A'）合計 77 64
確保量（1-3年生） 67 67 確保量（1-3年生） 72 72
確保量（4-6年生） 17 17 確保量（4-6年生） 19 19

基準適合 （B）合計 84 84 基準適合 （B）合計 91 91
○ 1 ▲ 7 ○ 14 27

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 54 54 量の見込み（1-3年生） 48 48
量の見込み（4-6年生） 20 20 量の見込み（4-6年生） 19 19
（A）合計 74 74 （A）合計 67 67
実利用者数（1-3年生） 49 54 実利用者数（1-3年生） 47 45
実利用者数（4-6年生） 7 9 実利用者数（4-6年生） 13 21
（A')合計 56 63 （A')合計 60 66
確保量（1-3年生） 57 57 確保量（1-3年生） 52 52
確保量（4-6年生） 14 14 確保量（4-6年生） 13 13

基準適合 （B）合計 71 71 基準適合 （B）合計 65 65
○ 15 8 ○ 5 ▲ 1

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 47 48 量の見込み（1-3年生） 57 58
量の見込み（4-6年生） 13 13 量の見込み（4-6年生） 20 20
（A）合計 60 61 （A）合計 77 78
実利用者数（1-3年生） 46 56 実利用者数（1-3年生） 55 51
実利用者数（4-6年生） 9 7 実利用者数（4-6年生） 7 11
（A'）合計 55 63 （A'）合計 62 62
確保量（1-3年生） 41 41 確保量（1-3年生） 44 75
確保量（4-6年生） 10 10 確保量（4-6年生） 11 18

基準適合 （B）合計 51 51 基準適合 （B）合計 55 93
○ ▲ 4 ▲ 12 ○ ▲ 7 31

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 76 77 量の見込み（1-3年生） 40 40
量の見込み（4-6年生） 26 26 量の見込み（4-6年生） 12 12
（A）合計 102 103 （A）合計 52 52
実利用者数（1-3年生） 77 90 実利用者数（1-3年生） 37 36
実利用者数（4-6年生） 19 19 実利用者数（4-6年生） 2 2
（A'）合計 96 109 （A'）合計 39 38
確保量（1-3年生） 97 97 確保量（1-3年生） 41 41
確保量（4-6年生） 24 24 確保量（4-6年生） 10 10

基準適合 （B）合計 121 121 基準適合 （B）合計 51 51
○ 25 12 ○ 12 13

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 52 53 量の見込み（1-3年生） 32 33
量の見込み（4-6年生） 17 17 量の見込み（4-6年生） 8 8
（A）合計 69 70 （A）合計 40 41
実利用者数（1-3年生） 49 49 実利用者数（1-3年生） 29 27
実利用者数（4-6年生） 14 10 実利用者数（4-6年生） 10 14
（A'）合計 63 59 （A'）合計 39 41
確保量（1-3年生） 35 66 確保量（1-3年生） 45 45
確保量（4-6年生） 9 17 確保量（4-6年生） 12 12

基準適合 （B）合計 44 83 基準適合 （B）合計 57 57
○ ▲ 19 24 ○ 18 16

放課後児童健全育成事業（学童保育事業）の量の見込みと確保方策実績
＜量の見込みと確保方策＞　区域：32区域（小学校区）

評価基準：達成率90％以上：A、達成率70%以上90％未満：B、達成率70%未満：C、未実施：D、終了：E

（B)－（A'）

運営基準適合

評価（1-3年生）

評価（4-6年生）

評価（全体）

※1　当該年度当初の申込者数（但し、利用日数による按分有）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（A)

（A')

（B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

全体

川越第一小 新宿小

川越小 大塚小

中央小 泉小

仙波小 月越小

武蔵野小 今成小
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平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 25 26 量の見込み（1-3年生） 34 34
量の見込み（4-6年生） 22 22 量の見込み（4-6年生） 13 13
（A）合計 47 48 （A）合計 47 47
実利用者数（1-3年生） 21 29 実利用者数（1-3年生） 43 43
実利用者数（4-6年生） 11 12 実利用者数（4-6年生） 5 2
（A'）合計 32 41 （A'）合計 48 45
確保量（1-3年生） 39 39 確保量（1-3年生） 47 47
確保量（4-6年生） 9 9 確保量（4-6年生） 12 12

基準適合 （B）合計 48 48 基準適合 （B）合計 59 59
○ 16 7 ○ 11 14

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 64 65 量の見込み（1-3年生） 60 61
量の見込み（4-6年生） 11 11 量の見込み（4-6年生） 18 18
（A）合計 75 76 （A）合計 78 79
実利用者数（1-3年生） 70 54 実利用者数（1-3年生） 66 72
実利用者数（4-6年生） 1 4 実利用者数（4-6年生） 11 5
（A'）合計 71 58 （A'）合計 77 77
確保量（1-3年生） 51 51 確保量（1-3年生） 53 84
確保量（4-6年生） 13 13 確保量（4-6年生） 14 21

基準適合 （B）合計 64 64 基準適合 （B）合計 67 105
○ ▲ 7 6 ○ ▲ 10 28

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 107 108 量の見込み（1-3年生） 64 65
量の見込み（4-6年生） 21 21 量の見込み（4-6年生） 8 8
（A）合計 128 129 （A）合計 72 73
実利用者数（1-3年生） 106 102 実利用者数（1-3年生） 53 60
実利用者数（4-6年生） 16 22 実利用者数（4-6年生） 7 14
（A'）合計 122 124 （A'）合計 60 74
確保量（1-3年生） 107 107 確保量（1-3年生） 43 76
確保量（4-6年生） 27 27 確保量（4-6年生） 11 19

基準適合 （B）合計 134 134 基準適合 （B）合計 54 95
○ 12 10 ○ ▲ 6 21

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 85 86 量の見込み（1-3年生） 75 75
量の見込み（4-6年生） 48 48 量の見込み（4-6年生） 22 22
（A）合計 133 134 （A）合計 97 97
実利用者数（1-3年生） 65 53 実利用者数（1-3年生） 81 78
実利用者数（4-6年生） 22 17 実利用者数（4-6年生） 18 25
（A'）合計 87 70 （A'）合計 99 103
確保量（1-3年生） 76 76 確保量（1-3年生） 81 81
確保量（4-6年生） 19 19 確保量（4-6年生） 20 20

基準適合 （B）合計 95 95 基準適合 （B）合計 101 101
○ 8 25 ○ 2 ▲ 2

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 60 61 量の見込み（1-3年生） 78 78
量の見込み（4-6年生） 35 35 量の見込み（4-6年生） 33 33
（A）合計 95 96 （A）合計 111 111
実利用者数（1-3年生） 63 66 実利用者数（1-3年生） 64 75
実利用者数（4-6年生） 14 13 実利用者数（4-6年生） 18 29
（A'）合計 77 79 （A'）合計 82 104
確保量（1-3年生） 103 103 確保量（1-3年生） 74 74
確保量（4-6年生） 26 26 確保量（4-6年生） 18 18

基準適合 （B）合計 129 129 基準適合 （B）合計 92 92
○ 52 50 ○ 10 ▲ 12

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 36 36 量の見込み（1-3年生） 23 23
量の見込み（4-6年生） 13 13 量の見込み（4-6年生） 6 6
（A）合計 49 49 （A）合計 29 29
実利用者数（1-3年生） 38 38 実利用者数（1-3年生） 21 20
実利用者数（4-6年生） 3 9 実利用者数（4-6年生） 5 6
（A'）合計 41 47 （A'）合計 26 26
確保量（1-3年生） 53 53 確保量（1-3年生） 74 74
確保量（4-6年生） 14 14 確保量（4-6年生） 18 18

基準適合 （B）合計 67 67 基準適合 （B）合計 92 92
○ 26 20 ○ 66 66

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 76 77 量の見込み（1-3年生） 66 67
量の見込み（4-6年生） 26 26 量の見込み（4-6年生） 49 49
（A）合計 102 103 （A）合計 115 116
実利用者数（1-3年生） 59 60 実利用者数（1-3年生） 72 73
実利用者数（4-6年生） 20 14 実利用者数（4-6年生） 23 26
（A'）合計 79 74 （A'）合計 95 99
確保量（1-3年生） 84 84 確保量（1-3年生） 87 87
確保量（4-6年生） 21 21 確保量（4-6年生） 21 21

基準適合 （B）合計 105 105 基準適合 （B）合計 108 108
○ 26 31 ○ 13 9

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人） 平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 37 37 量の見込み（1-3年生） 38 38
量の見込み（4-6年生） 6 6 量の見込み（4-6年生） 13 13
（A）合計 43 43 （A）合計 51 51
実利用者数（1-3年生） 48 53 実利用者数（1-3年生） 32 30
実利用者数（4-6年生） 9 16 実利用者数（4-6年生） 10 12
（A'）合計 57 69 （A'）合計 42 42
確保量（1-3年生） 39 70 確保量（1-3年生） 42 42
確保量（4-6年生） 10 18 確保量（4-6年生） 11 11

基準適合 （B）合計 49 88 基準適合 （B）合計 53 53
○ ▲ 8 19 ○ 11 11

（B)－（A'） （B)－（A'）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（B)－（A'） （B)－（A'）

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

（A) （A)

（A') （A')

（B) （B)

芳野小 寺尾小

古谷小 福原小

南古谷小 大東東小

牛子小 大東西小

高階小 霞ヶ関小

高階南小 霞ヶ関南小

高階北小 霞ヶ関北小

高階西小 霞ヶ関東小
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平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 59 59
量の見込み（4-6年生） 21 21
（A）合計 80 80
実利用者数（1-3年生） 70 78
実利用者数（4-6年生） 16 15
（A'）合計 86 93
確保量（1-3年生） 81 81
確保量（4-6年生） 21 21

基準適合 （B）合計 102 102
○ 16 9

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 61 61
量の見込み（4-6年生） 13 13
（A）合計 74 74
実利用者数（1-3年生） 56 55
実利用者数（4-6年生） 6 15
（A'）合計 62 70
確保量（1-3年生） 46 79
確保量（4-6年生） 12 20

基準適合 （B）合計 58 99
○ ▲ 4 29

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 75 76
量の見込み（4-6年生） 39 39
（A）合計 114 115
実利用者数（1-3年生） 63 79
実利用者数（4-6年生） 14 20
（A'）合計 77 99
確保量（1-3年生） 102 102
確保量（4-6年生） 25 25

基準適合 （B）合計 127 127
○ 50 28

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 45 45
量の見込み（4-6年生） 17 17
（A）合計 62 62
実利用者数（1-3年生） 41 50
実利用者数（4-6年生） 12 17
（A'）合計 53 67
確保量（1-3年生） 34 67
確保量（4-6年生） 9 17

基準適合 （B）合計 43 84
○ ▲ 10 17

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 36 37
量の見込み（4-6年生） 11 11
（A）合計 47 48
実利用者数（1-3年生） 43 48
実利用者数（4-6年生） 3 5
（A'）合計 46 53
確保量（1-3年生） 48 48
確保量（4-6年生） 12 12

基準適合 （B）合計 60 60
○ 14 7

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（1-3年生） 65 65
量の見込み（4-6年生） 30 30
（A）合計 95 95
実利用者数（1-3年生） 75 105
実利用者数（4-6年生） 16 23
（A'）合計 91 128
確保量（1-3年生） 73 104
確保量（4-6年生） 18 26

基準適合 （B）合計 91 130
○ 0 2

（B)－（A'）

（B)－（A'）

（B)－（A'）

（B)－（A'）

（B)－（A'）

（B)－（A'）

（A)

（A')

（B)

（A)

（A')

（B)

（A)

（A')

（B)

（A)

（A')

（B)

（A)

（A')

（B)

（A)

（A')

（B)

霞ヶ関西小

川越西小

名細小

上戸小

広谷小

山田小
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平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）

量の見込み（A) 93,251 96,718

実利用人数（A'）※ 94,507 -

確保量（B)※ 90,000 97,220

（実施施設数） 21 23

（B)－（A'）又は（A） ▲ 4,507 502

評価 A A

平成27年度実績（人） 平成28年度見込み（人）
量の見込み（A) 41,751 41,751
実利用人数（A'）※ 52,345 -
確保量（B)※ 36,980 34,640
（実施施設数）(箇所） 8 8
（B)－（A'）又は（A） ▲ 15,365 ▲ 7,111
量の見込み（A) 980 980
実利用人数（A'）※ 854 -
確保量（B)※ 4,820 4,740
（実施施設数）(箇所） 1 1
（B)－（A'）又は（A） 3,966 3,760
量の見込み（A) 2,003 2,003
実利用人数（A'）※ 3,046 -
確保量（B)※ 4,800 4,740
（実施施設数）(箇所） 1 1
（B)－（A'）又は（A） 1,754 2,737
量の見込み（A) 4,300 4,300
実利用人数（A'）※ 250 -
確保量（B)※ 2,360 4,740
（実施施設数）(箇所） 1 1
（B)－（A'）又は（A） 2,110 440
量の見込み（A) 6,448 6,448
実利用人数（A'）※ 3,241 -
確保量（B)※ 9,020 9,480
（実施施設数）(箇所） 2 2
（B)－（A'）又は（A） 5,779 3,032
量の見込み（A) 812 739
実利用人数（A'）※ 0 -
確保量（B)※ 0 2,800
（実施施設数）(箇所） 0 1
（B)－（A'）又は（A） 0 2,061
量の見込み（A) 8,600 8,600
実利用人数（A'）※ 14,046 -
確保量（B)※ 6,780 6,760
（実施施設数）(箇所） 2 2
（B)－（A'）又は（A） ▲ 7,266 ▲ 1,840
量の見込み（A) 15,715 15,715
実利用人数（A'）※ 12,058 -
確保量（B)※ 15,360 14,560
（実施施設数）(箇所） 3 3
（B)－（A'）又は（A） 3,302 ▲ 1,155
量の見込み（A) 725 4,300
実利用人数（A'）※ 0 -
確保量（B)※ 0 0
（実施施設数）(箇所） 0 0
（B)－（A'）又は（A） 0 ▲ 4,300
量の見込み（A) 11,108 11,108
実利用人数（A'）※ 8,667 -
確保量（B)※ 9,880 9,840
（実施施設数）(箇所） 3 3
（B)－（A'）又は（A） 1,213 ▲ 1,268
量の見込み（A) 612 577
実利用人数（A'）※ 0 -
確保量（B)※ 0 4,920
（実施施設数）(箇所） 0 1
（B)－（A'）又は（A） 0 4,343
量の見込み（A) 197 197
実利用人数（A'）※ 0 -
確保量（B)※ 0 0
（実施施設数）(箇所） 0 0
（B)－（A'）又は（A） 0 ▲ 197

※実利用人数は、当該地区施設の延べ利用人数（市内他地区在住者利用を含む）
※確保量は、定員×利用可能日数を基に算出。

地域子育て支援拠点事業

＜量の見込みと確保方策実績＞　区域：12区域

評価基準：達成率90％以上：A、達成率70%以上90％未満：B、達成率70%未満：C、未実施：D、終了：E

※人数は利用延べ人数

合計

本庁

芳野

古谷

南古谷

高階

福原

大東

霞ヶ関

霞ヶ関北

名細

山田

川鶴
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